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【調査概要】調査の背景と目的

二地域居住に関する地域の共通課題に対し市町の枠を越えて解決を図る「広域連携モデル」の構築を行い、現場の実態と潜在的な課題を明ら

かにする。
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１. 調査の背景：国の動向・県の方向性・地域の課題

２. 本業務の目的

①現状認識の可視化 ②実態の深掘り ③連携のアイデアの発見

● 国の動向

     ・地方への人の流れを創出・拡大するため、国は令和6年度に「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」を改正し、 
       二地域居住を推進している。

● 県の方向性

     ・静岡県においても、首都圏から近く観光資源が豊かな賀茂地域（1市5町）を重点エリアとし、二地域居住を積極的に推進している。

● 地域の課題

　   ・賀茂地域では「移動負担（二次交通）」や「空き家の利活用・流通不全」といった、単独自治体では解決が困難な共通課題が存在している。



• 自治体：　　下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、西伊豆町、松崎町

• 民間団体：　株式会社静岡銀行、三島信用金庫、合同会社うさぎ企画、株式会社アドレス

【調査概要】賀茂広域連携プラットフォーム
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国の法改正を受け、賀茂地域への人の流れを創出・拡大するため、移動負担の軽減や空き家の

利活用といった共通課題に対し、市町の枠を越えた連携モデルを構築する。

活動
内容

参加
団体

開催日程 議　題

第１回

（11月12日）

二地域居住の推進に向けた静岡県の取組説明【静岡県企画課】｜本事業（広域連携モデル事業）の概要およ

び調査協力依頼【株式会社アドレス】｜ICOIプロジェクトについて【静岡県新産業集積課】｜那須町の視察結果

【静岡県東部地域局】

第２回

（12月22日）

本事業中間報告【株式会社アドレス】｜賀茂地域の取組について【下田市産業振興課・松崎町企画観光課・静

岡県企画課】｜他地域の取組について【合同会社うさぎ企画】｜県のライドシェアの取組について【静岡県地域

交通課】

第３回

（２月９日）

本事業中間報告【株式会社アドレス】｜次年度の国の二地域居住関連補助事業について【静岡県企画課】｜賀

茂地域の取組について【松崎町企画観光課・静岡県介護保険課】｜他地域の取組について【川根本町】

第４回

（３月13日）

広域連携モデル検討業務報告書について【株式会社アドレス】｜来年度の県の取組内容等について【静岡県企

画課】｜賀茂地域の取組について【松崎町企画観光課・東伊豆町企画調整課】｜他地域の取組について【焼津

市企画政策課、森町定住推進課】



【調査概要】アンケート・ヒアリング集計

• 期間：2025年12月９日 〜12月22日

• 対象：賀茂地域１市５町担当課、民間団体（民間事業者、NPO等）

• 実績：回答数 23件（自治体：６、民間団体：17）
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1. アンケート調査

• 期間：2026年１月〜２月

• 対象：１市５町担当課、民間団体（交通、不動産、地域づくり、金融）

• 方法：現地訪問およびオンラインによる深掘り調査

2. ヒアリング調査
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アンケート回答団体一覧

8

属性 アンケート実施団体 所在地

自治体

下田市産業振興課 下田市

東伊豆町企画調整課 東伊豆町

河津町企画調整課 河津町

南伊豆町企画課 南伊豆町

松崎町企画観光課 松崎町

西伊豆町まちづくり戦略課 西伊豆町

属性 アンケート実施団体 所在地

民間団体

NPO法人伊豆の田舎暮らし夢支援センター 河津町

手むすびの会 河津町

NPO法人伊豆未来塾 南伊豆町

東伊豆ECOツーリズム協議会 東伊豆町

NPO法人伊豆in賀茂６ 下田市

松崎町移住定住促進協議会 松崎町

一般社団法人南伊豆編集室 南伊豆町

株式会社micro development 東伊豆町

合同会社so-an 東伊豆町

合同会社うさぎ企画 長泉町

NPO法人りらいず 西伊豆町

ELENTO合同会社 下田市

IZUとDAO合同会社 下田市

合同会社 local is beat 下田市

株式会社静岡銀行 静岡市

三島信用金庫 三島市

一般社団法人美しい伊豆創造センター 伊豆市

アンケートに回答した自治体・民間の団体は

表の通り。
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「増えている」理由としては、コーディネーターの配置効果やテレワークの定着、現場での相談増が挙げられた。一

方、「横ばい・減っている」理由としては、コロナ後の都市回帰や、定住への移行による関係人口の減少などが指摘

された。

Q５：Q４でその選択肢を選んだ理由や背景があれば、ご記入ください。（自由記述）

増えている • 移住となると働き方を変える必要があるが、二地域居住では仕事を継続可能であり、ハードルが低い。（民間団体）

• 令和７年11月から二地域居住コーディネーターを設置したことにより、二地域居住希望者からの相談件数が増加している。（自治体）

• 周辺でも思いつくだけでも５人程度移住/二拠点している人がいる（かつ伊豆を紹介して移住してくれた人もいる）。（民間団体）

• ３年前まではゼロであったが、昨年、今年は二地域居住者がいるため。（民間団体）

• 別荘地に住んでおり、自治会のイベントなどに参加する新顔の二地域居住者が増えていると感じる。（民間団体）

• 国の政策効果を感じる。（民間団体）

• 下田市では二地域居住コーディネーターなどが発信など活発。（民間団体）

横ばい • 新たに２地域居住で移住してくる人と他の地域に移ってゆく人、元の居住地に戻っていく人それぞれ同じような数だと感じている。（民間団体）

• １.２年の間に二地域居住にかかる話題や取組が活発化したように思うが、実際にはそれ以前より実施している人は一定数存在し、顕著な増減はないように思える。（民間団

体）

• 二拠点は増えた気もするが、実際に現地に家を持っている人、そこでお店を構えている人でも地域の受け入れ方が違うと感じている。つまり、基本的に旅人、ノマド的な人た

ちが地域に間接的に関わっても、お金は落とすが、地域との深い関わりはないように感じる。長期滞在だったりする場合はマナーが大事だが、その辺のコーディネーターの

存在が不可欠な気がする。負担は高いが。（民間団体）

減っている • コロナ禍でテレワークできるようになって東伊豆町で２地域居住や移住生活をしていた若年層が、仕事の関係などで都市部に回帰するようになり、関係人口が減っているよ

うに感じる。また、コロナ禍で増加した別荘所有者の移住もひと段落したように感じる。（民間団体）

わからない • 把握方法が不明なため。（自治体）

• 自分の住んでいる地区（河津町でも小地区になります）にここ数年移住者が数軒程ありますが、うち１軒が二地域居住の方です。ただ伊豆地域で二拠点生活をされている方

が増えていると聞いてはいますので分からないという回答になるのかな。（民間団体）

• プレイヤーとしての取組みよりも、企業や自治体への支援が多いため、定量的な効果を示すのは難しい状況。自主事業としては、2025年３月より、富士山アルプス・アライア

ンス（山梨・長野・静岡）による移住促進を開始している。（民間団体）

































アンケート回答結果
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具体的なコーディネーター名や地域おこし協力隊員、民間事業者名が複数挙げられた。取り組みが組織化され

ているというよりは、特定の「キーパーソン」の個人の活動や熱量に支えられている側面が見て取れる。

• 二地域居住コーディネーター湯本紀美子さん（民間団体）

• 「二地域居住先導的プロジェクト実装事業」次世代政策デザイン研究所　近藤ナオ氏（民間団体）

• 東伊豆町地域おこし協力隊平野さん（民間団体）

Q21. あなたの団体が活動する地域で二地域居住に関して独自の取り組みを行っている事業

者や、ヒアリングを推奨したいキーパーソンがいれば教えてください。

（自由記述）





アンケート回答結果
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• ２地域居住をしてみませんか、こんな補助がありますよ、ではどうしても補助が手厚い地区に移住者が殺到し補助の旨みがなくなった時にはどんどんいなくなる、今

までそんな事例が多くあったように思う、２地域居住をするにあたって補助する対象は２地域居住者ではなく地域の受け入れ態勢の整備などの地域の側であると考

える。例えば滞在する住居の整備費用や過疎地では特に問題になる移動手段を持たない移住者に向けての移動手段の確保、農業希望者に向けた休耕地の取り

まとめや農業指導者の要請、できた野菜が販売できるような仕組みの構築など。現在地域にあるものを掘り起こし整備し再組立すれば新しく作る必要はないし費用

も少なくて済むと思う。いずれにしても魅力のない地域には移住者も２地域居住者も集まらないので２地域居住者に人気のあるエリアはどんな事を率先して行って

いるかリサーチしてみるのも良いと思う。（民間団体）

• 現在、町が二地域居住の推進に力を入れているとは思えない。国県市町が二地域居住者への補助や助成など同じ考え方を持つべきである。（民間団体）

• 県の移住定住促進のメンバーに加えていただいた際に県の担当と移住定住促進を推進する目的について質問したところ「地域コミュニティの維持」だと当時の担当

者は仰っていました。だとするならば理想は二地域居住ではなく、完全な地方への移住定住です。それも移住＝定住につなげる施策が大事だと思っています。（民

間団体）

• 二地域居住に関する理解促進を行ってほしいです。（自治体）

• 二地域居住の利用者及び受入事業者への支援に加えて、首都圏での大規模イベントや、SNS・CMなど大胆なプロモーション展開による国民への一層の周知と理

解への取り組みを求めたい。（民間団体）

• 特に無し。（民間団体）

• 二地域での税金の徴収（分配）、行政サービスの提供範囲の整理。（民間団体）

• 交通費補助などの資金支援などだとその支援がなくなったときに来なくなってしまう。結果、二拠点居住をするモチベーションとしては仕事が大きいと思っているので、

創業支援や二拠点居住者向けアクセラレーションプログラムなどのローカル産業をつくるような施策があると良いと思います。ここは弊社としても力を入れていきた

いと思っていますので、なにかご一緒できることもあれば嬉しいです！（行政だけではなかなかやりにくい部分もあると思うので、いい意味で民間を使っていただける

と嬉しい）。（民間団体）

• 条件不利な自治体（企業が少なく税収が乏しい、交通など）は、関係人口創出（二拠点居住、移住定住含む）についての予算の優先順位を低くせざるを得ない状況

にあると考えます。その中でも意志や実績はあるが、実施に至れていない自治体には、自治体からの負担がないような支援を望みます。（民間団体）

Q２３：二地域居住の推進に向け、国や県にどのような支援を望みますか？
（市町のご担当者様は、県との連携のあり方についても併せてご記入ください）



アンケート回答結果
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財政支援だけでなく、首都圏でのプロモーションや理解促進、広域連携のハブ機能（アンテナショップ等）の整備を

県に求める声が多い。一方で、定住促進との整合性を問う意見や、住民トラブルを背景とした慎重論も見られる。

• 均等割りの住民税を払ってもらっている点も鑑み、プレミアム商品券など二地域居住者も消費活動で利用できる特典が必要。二地域居住者が利用できれば地域経

済にも利点が大きい。また、地元自治体が積極的に聞き取りを行うなどの取り組みも必要（転入するしないの垣根の排除）。（民間団体）

• まずは住居として空き家アパート等が考えられるが、二地域居住希望向けの居住施設の改装に補助金を出してほしい。（民間団体）

• 当町では二地域居住者と地域住民の間で、騒音やゴミ出し、自治会活動等に関するトラブルが起きており、地域住民からも二地域居住推進に対して厳しい言葉を

いただいている現状があるため、現時点では必要な支援等はありません。（自治体）

• 空き家をずっと持ってる人に対して、しっかり課税をして、使っていない物件を持っておくこと自体、負担にしてもらう。流通させることをやってもらうための施策が必要

です。（民間団体）

• 関係人口等に関するオンラインイベント等で必ず課題に上がるのは、都市と地方の移動と滞在に係る費用についてです。今後、賀茂地域で２地域居住推進の施策

を進める場合、費用を補助しないと参加できない層（大学生等）に来て欲しいのか、お金の心配の無い層に来て欲しいのかをそれぞれの市町がある程度明確にす

る必要があると思います。また、２拠点居住を志向する人が地方に行ったときに、すぐに参加できるコミュニティがあることが非常に重要で、更にはコミュニティマネ

ージャー的な役割を果たしてくれる人がいないと、関係人口は増えないと感じています。県は現場からは色々な意味で遠いので直接できる連携方法というのは少な

いように感じますが、関係人口に来てもらうだけではなく、自治体も時には首都圏に出かけて行き、２地域居住に興味のある人たちとの接点を作る機会を設ける必

要があると思うので、県内の自治体が自由に使えるような施設を県が用意してくれるとありがたいです。静岡県のアンテナショップや観光誘客、首都圏スタートアッ

プとの接点を作る施設として使えるようなものを整備をして欲しいです。それが市町にはできない県の役割だと思います。（民間団体）
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ヒアリング回答団体一覧
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属性 ヒアリング実施団体 所在地

自治体

下田市産業振興課 下田市

東伊豆町企画調整課 東伊豆町

河津町企画調整課 河津町

南伊豆町企画課 南伊豆町

松崎町企画観光課 松崎町

西伊豆町まちづくり戦略課 西伊豆町

民間団体

NPO法人伊豆in賀茂６ 下田市

一般社団法人南伊豆編集室 南伊豆町

株式会社micro development 東伊豆町

合同会社so-an 東伊豆町

合同会社うさぎ企画 長泉町

NPO法人りらいず 西伊豆町

合同会社 local is beat 下田市

株式会社静岡銀行 静岡市

三島信用金庫 三島市

ヒアリングに協力した自治体・民間の団体は

表の通り。



①今、実際に来ている二地域居住の方は、どんな人が多いですか？（年齢感、仕事、家族、滞在の仕方）

• 50〜60代の男性が中心。町内に別荘を所有し、桜や夏のシーズンに滞在する。若年層やテレワーカーは少ない。また、2月の河津桜のイベント期

間中は、屋台が出店するため、アパート等が埋まり、出店者が１ヶ月間滞在するケースがある。（自治体）

• リタイア世代の男性がボリュームゾーン。コロナ禍で一時増えた若年層は出社回帰で減少傾向。（民間団体）

• 棚田保全活動に関わる元オーナーの方や、自転車や釣りなど特定の目的を持つ層。（自治体）

• 地域おこし協力隊OBやその周辺の40代前後。（民間団体）

• 鉄道がなく不便なため、「静かに過ごしたい」「農業や自然の中で暮らしたい」「人とそんなに出会いたくない」という層。（自治体）

• ワーケーション層、デジタルノマド。（自治体）

• 年齢層は割と若めで、リモートワーカーなど20〜30代の人が多い印象。（民間団体）

• 西伊豆は漁業権を付与する取り組みを実施しており、30代以上の「西伊豆＆ANGLER（つり人）」で体験ツアーで来訪する釣り人が多い。（民間団

体）

ヒアリング回答詳細

Q１：二地域居住者として来てほしい人や、実際に来ている人について

現在の二地域居住者は、別荘を持つ50〜60代男性やリタイア層が中心で、特定目的を持つ中高年層が多い。

一方で、地域によってはワーケーションやデジタルノマドなど20〜30代の若年リモートワーカー、釣りや農的暮ら

し志向の来訪者も見られる。 35
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②一方で、これから二地域居住者として『来てほしい』のはどんな人ですか？また、そのような人たちを呼ぶにはどうす

ればいいと思いますか？

• 若い世代。交通費補助よりも、ポイント制度等を活用した「地域活動への貢献」を促す仕組みが有効。（自治体）

• 完全移住につながる層。二地域居住特化イベントは難しいため、既存の移住定住施策と絡める。（自治体）

• 「ゼロイチ（新規事業）」に挑戦したい人。それを実現できるプラットフォームが必要。（民間団体）

• 自分で起業ができる方や農業など継業してくれる人。（民間団体）

• 都市部の人がなぜ不便な賀茂地域に拠点を持ちたいのか「動機」が現場からは見えにくく、効果的な誘致策が打てていない。（自治体）

• シェアハウスと地域課題解決のプロ、コミュニティマネージャーを組織化し、二地域居住者を地域に接続する重層的な仕組みを構築中。（自治体）

• 西伊豆町の移住施策は若年層を対象としているので、現状はギャップは多少ある。他方で、学生の呼び込みは以前から実施していて一定の成果

を得られている。（民間団体）

• 東伊豆は観光地などで土日が繁忙期なので土日に働きにきてほしい。旅館はどこも人手不足。（民間団体）

Q１：二地域居住者として来てほしい人や、実際に来ている人について

今後は若年層や起業志向人材、地域課題解決に関わる担い手など、完全移住や継業につながる層が求められ

ている。誘致には地域活動参加を促す仕組みや既存施策との連動、接続を担うコミュニティ基盤の整備、動機形

成の可視化が重要とされる。
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①アンケートでは、空き家・住まいの相談に取り組んでいる団体が多かった一方で、使える物件が足りないという声も多

かったです。現場で、物件が足りない一番の理由は何だと思いますか？

• ほぼ全団体からの共通の回答

• 「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思われたくない」という意識が強い。

• 「盆暮れ正月には親族が集まる」「仏壇がある」「片付け（残置物）が面倒」という理由で、空き家のまま放置（塩漬け）される。

• 最大の壁は「残置物」と「賃貸への心理的不安（知らない人に貸したくない）」。家が老朽化する前に不動産会社へつなぐ啓蒙が必要。（民間団体）

• 「貸したくない」「片付けが面倒」で止まっている。空き家バンクの利用条件に「住民票の異動」が必須となっており、二地域居住希望者が制度を使

えないケースがある。（自治体）

• 地域内に「安く貸すと相場が崩れると怒られる」という圧力があり、家賃が下がらず流動しない。（自治体）

• 稼働している不動産業者が少なく、仲介機能が弱い。別荘地は、建物だけでなく道路や水道等のインフラも老朽化しており、購入しても維持費が

莫大になるケースがある。（自治体）

Q２：空き家や住まいの課題について

空き家活用が進まない主因は、所有者の「知らない人に貸したくない」という心理的不安や残置物処理の負担に

加え、住民票要件や家賃相場維持の圧力、仲介業者不足やインフラ老朽化などの課題が重なり、物件供給が

滞っている点にある。



38

②現実的にできそうな解決策はありますか？

• （住まいではなく、なりわい作りの実例として）オーナーの不安解消のため、信金や地元企業が間に入って借り上げ、転貸（サブリース）する仕組

みが有効（西伊豆未来デザインコンテスト等）。（民間団体）

• 「信頼関係」があれば物件は出るため、空き家自体は課題ではない。（民間団体）

• 行政職員だけでは限界。宅建知識を持ち外部と連携できる「プロデュース人材」が必要。（自治体）

• ただ待つのではなく、課税強化等「持っていること自体を負担にさせる」ような強い施策も必要ではないか。（民間団体）

• 改修の補助金を活用して前例を作っていく姿勢が大事ではないか。（民間団体）

• 地域住民との関係性をつくって、物件を紹介をしてもらうのが一番早い。（民間団体）

Q２：空き家や住まいの課題について

空き家活用の解決には、信金や地元企業による借り上げ・転貸で不安を解消し、信頼関係による物件掘り起こし

や外部連携できるプロデュース人材の配置が重要。加えて、課税強化や改修補助の活用で前例を生み、供給促

進を図る必要がある。
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①二次交通の不便は具体的にどの場面で困りますか？（駅から、買い物、子どもの送迎等）

また、今ある手段（バス、レンタカー等）で足りない部分は何ですか？

• 二次交通が脆弱で、自家用車がないと生活できない。（自治体）

• 高齢化と事業者撤退により、地域住民の足も含めて危機的状況。（自治体）

• 東伊豆町はタクシーが少なく、路線バスも観光向けな印象なので生活には不便。（民間団体）

• 「鉄道の有無」が、東側（東伊豆・河津）と西側（松崎・西伊豆）の二地域居住の性質を大きく分けている。（民間団体）

Q３：移動（二次交通）と費用の壁について

二次交通の脆弱さにより自家用車依存が強く、事業者撤退や高齢化で住民の移動手段も危機的状況にある。ま

た、鉄道の有無が東西地域の二地域居住の特性を大きく分け、既存のバスやタクシー等だけでは生活や来訪

需要を十分に支えられていない。
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②補助金を出す以外で、現実的にできそうな解決策はありますか？

• 観光・二地域居住者専用ではなく、地域住民の「日常の足（通院・買い物）」とセットで混載・シェアする視点が不可欠。（民間団体）

• 広域連携による交通支援に絞って行うべき。（自治体）

• 地域の高齢者向けの取り組みとしてバス廃止地域において、社協と住民が連携し、自家用車での送迎を行う仕組み。（西伊豆町・大沢里お助

け隊）が稼働。行政サービスではなく住民の善意（共助）で維持されている。東伊豆町「ノッカル」等、地域住民の車を活用する配車サービスの

実証実験が行われている。（自治体）

Q３：移動（二次交通）と費用の壁について

補助金だけに頼らず、住民の日常移動と観光・二地域居住者の移動を混載・シェアする発想が重要。交通分野

に絞った広域連携や、住民の自家用車を活用した共助型送迎・配車の実証など、地域主体の仕組みが現実的

解決策として示された。
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①外から来る人を受け入れる上で、住民側が不安に思うポイントは何ですか？

• 管理組合のある別荘地ではなく、一般集落内の空き家を購入した層との間でトラブル（ゴミ出しルール違反、自治会費未払い、草木の越境、災

害時の連絡不通）が顕在化している。（自治体）

• 地域住民側に「よそ者」を受け入れる心理的ハードルがある。（自治体）

Q４：地域の受け入れ（住民理解・コミュニティ）について

②トラブルを避けるために、最低限決めておいた方がいいルールは何ですか？また、受け入れがうまくいった事例があ

れば教えてください。

• 「イーストドック」のような拠点が、二地域居住者と地域をつなぐハブとして機能している。（民間団体）

• まずはルールの周知や管理体制の構築が最優先。（自治体）

一般集落での移住者受け入れでは、ゴミ出しや自治会費未払い、草木越境、災害時連絡不通など生活ルール

を巡るトラブルが顕在化している。また、地域住民側には「よそ者」への心理的抵抗感があり、受け入れの障壁と

なっている。

トラブル防止には、生活ルールの周知や管理体制の整備を最優先とし、地域と二地域居住者をつなぐ拠点がハ

ブ機能を担うことが重要。信頼関係を築く中間支援の存在が、円滑な受け入れと継続的な関係形成につながる。
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Q５：二地域居住者の認定・要件について

二地域居住者として認定する際に、どの程度の滞在頻度を要件とすべきかについて、理由を教えてください。また、二

地域居住者に地域活動の参加を求める場合の具体的な課題について教えてください。

• 滞在頻度だけでなく、地域活動への参加を重視したい。（自治体）

• そもそも誰が来ているかの正確な実態把握自体ができていない。（自治体）

• 人の生活をしばっていいものだろうかという思いもあり、地域活動を必須とすることで自由度を下げたくない。ただし、「よく来てるよね」と周囲が

思うのは２〜３ヶ月に１回程度なのではという肌感覚。（民間団体）

• 来てすぐ帰るのではなく、１週間くらい滞在するのが理想。（民間団体）

• ２〜３泊では短いと感じる。10日〜２週間程度が良い。ただ、お祭りなどの地域活動に必ず参加しなくてはいけないという要件はしんどいのでは

ないか。（民間団体）

• 最初から意図的に必須要件とする必要はないのではないか。２〜３ヶ月に１回来るような人であれば、結果的に地域に関わっているはず。（民間

団体）

二地域居住者の認定は滞在頻度のみでなく地域との関わりを重視しつつ、自由度との両立が課題とされる。実

態把握の不足に加え、滞在は数ヶ月に１回や１〜２週間程度が望ましい一方、地域活動の必須化には慎重な意

見が示された。



• 「町民サービス最優先」。住民票を移さない人への支援は優先度が低い。

• 過去のトラブル事案などもあり、新規事業には消極的。

• 国の認定申請にも意欲的だが、職員の異動があるため継続性に課題。

• 受け入れ土壌はあるが、現場リソース（２名体制）が不足。

• 二地域居住者への情報提供や家賃・交通費などの支援、イベント開催はできるかもしれない。ただし、住民の反対があることは難しい。町の

制度に依存した支援はつくりたくない。

• 広報などはできるが、民間が主体となってコミュニティをつくれているので、行政としては「こうしてほしい」という要望があった際に柔軟に対応

していきたい。

【団体別の質問】自治体

Q１：二地域居住者を増やす上で、“できること／できないこと”の線引きはどこですか？

43

二地域居住拡大には、町民サービス優先や反対住民への配慮、トラブル対応による新規施策停滞、職員異動

や人員不足など行政の制約が大きい。一方で広報や情報提供は可能で、民間主体の取組に柔軟に連携する姿

勢が示された。
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Q２：県に求めることは何ですか？

賀茂地域での二地域居住推進には、市町を越えて継続的に動く広域コーディネーターの配置や広域的な情報

発信・ツアー造成に加え、住民や行政職員への理解促進など、県による横断的支援体制の強化が求められてい

る。

• 市町の枠を超えて継続的に動ける「賀茂地域専任の広域コーディネーター」の配置。

• 自治体単独では難しい、広域的な情報発信やツアー造成。

• 住民や行政職員を対象に、二地域居住の必要性について理解促進を図る取り組みをしてほしい。



• 県と町で施策に対する温度感が乖離しており、町が身構えてしまうことを懸念したことがある。「既存業務に組み込む」形でないと持続しない。

• 関係人口から定住への循環を作るには、つなぎ役の「コミュニティマネージャー」が職業として稼げるようになることが重要。

• 二拠点居住お試し住宅をつくるための事業用物件の補助制度がほしい。住居の取得、活用のハードルが下がるのではないか。また、市町を

またいだ二地域居住者情報の横断的なネットワークの構築も必要。

• 二地域居住推進において現場のマンパワーが圧倒的に不足している。人材供給が難しければ、民間事業者に委託するなどの対策が求めら

れる。

• 民間が主体的に動けるように、チャレンジングな取り組みを認めてほしい。

【団体別の質問】民間・NPO

Q： 来てほしい人が来ない理由を、現場の言葉で言うと何ですか？また、県にお願いしたいことはあ
りますか？
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二地域居住に来てほしい人が来ない背景には、県と町の温度差や既存業務に組み込まれない施策の持続性不

足、現場人材の不足がある。解決には、コミュニティマネージャーの職業化、事業用物件補助や広域ネットワー

ク整備、民間主体の挑戦を後押しする支援が求められる。



• 居住目的ではなく、二拠点で想定していた賃貸事業がうまくいかなかった場合、融資を受けたお客様がそれ以外の所得から返済せざるを得なく

なり、返済に困る状況にもなる。流動性の高い地域では売却も選択肢ではあるが、一般的には購入価格を下回るケースが多い。貸し倒れは銀

行のリスクであると同時に、お客様のリスクでもある。融資の成立はお客様の生活や将来も考え慎重にせざるを得ないと考えます。

【団体別の質問】金融

Q1. 二拠点（定住前提じゃない）だと、融資や支援はどこで難しくなりますか？
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二拠点での賃貸事業は失敗時に他所得で返済を担う必要があり、売却も購入額を下回る可能性が高い。貸し倒

れは銀行・顧客双方のリスクとなるため、融資判断は生活や将来への影響を踏まえ慎重にならざるを得ない。



47

Q2. 条件が揃えば支援できる形はありますか？また、事業承継や小さな起業と二地域居住をつなげ
るなら、金融機関ができる役割は何ですか？

「地域の人事部」制度を活用するなど、事業承継や人材マッチングを起点に二地域居住へつなげる支援が可能

であると示された。

• 「地域の人事部」制度の活用。事業承継や人材マッチングから二地域居住につなげるアプローチ。

• 自治体単独では難しい首都圏とのコネクションを活用したつなぎや、プロモーションの支援をお願いしたい。

Q3. 県へお願いしたいことはありますか？

自治体単独では実施が難しい大規模かつ効果的なプロモーションを、県が主導して展開する必要性が指摘され

た。
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課題の検討

49

本調査では、賀茂地域の自治体・民間団体へのアンケートおよびヒアリングを通じ、二地域居住の

受入・定着を阻む要因を横断的に検討した。その結果、生活基盤・関係性・運営体制にまたがる構

造的問題として現れていることが明らかになった。

具体的には、

■ 交　　　通　：公共交通の衰退と移動制約が長期滞在を困難にしている。

■ 住  ま  い  ：空き家はあるが心理・制度・採算面の壁で流通しない。

■ 地　　　域　：生活ルールや管理不全により受入意欲が低下。

■ 行　　　政　：人員不足と広域発信力の弱さで施策が持続しにくい。

これら４領域は相互に連動し、二地域居住の入口から定着までのボトルネックを形成している。

次項より、この４領域を軸に現状と解決の方向性を整理する。



課題の検討：交通

50

課題 • エリアによる鉄道網の格差

• バス路線やタクシーの交通機関の衰退

• 公共交通の衰退

• 特に長期滞在時には自家用車が必須

実態 • 鉄道（伊豆急行）の有無により、東側（東伊豆町、河津町、下田市）と西側（南伊豆町、松崎町、西伊豆町）で大きく異なる。鉄道が通る東

側、特に下田市はある程度都市的な環境（町）である一方、西側は移動のハードルが高い。不便さを受け入れ、「静かな暮らし」や「狩猟」

といったディープな体験を求める層に限定される傾向がある。

• バス路線の減便や廃止が進んでおり、タクシーも事業者撤退や運転手不足により、夕方５時で営業終了してしまう地域（河津町等）があ

る等、二次交通は危機的状況。

• 長期滞在する場合は、既存の公共交通網の脆弱性から、自家用車の利用はほぼ必須である。市町中心部では数日間程度の生活は可

能かもしれないが、長期にわたる生活は困難を伴う。一方で、下田市のように二地域居住者が地域との関係性を構築することで、住民に

よる送迎など「共助」の仕組みが機能しているケースも確認されている。

事例 地域互助による配車サービス：①大沢里（おおそうり）お助け隊　②ノッカルひがしいず　③河津ザクライド

※55ページに詳細記載

まとめ 二地域居住の推進には、鉄道網の格差や公共交通の衰退を前提に、自家用車依存を補完する移動手段の再設計が不可欠であ

る。住民共助型配車や地域送迎など既存事例を広域展開し、長期滞在者でも生活可能な移動環境を整備するとともに、不便さ自

体を価値化した滞在モデルの構築が求められる。



課題の検討：住まい

課題 • 売買や賃貸に対する家主の心理的・物理的ハードル

• 投資対効果の低さと制度の壁

実態 • 空き家は多数存在するものの、「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思われたくない」というオーナーの心理

的ブロックが最大の障壁 。また、「仏壇がある」「盆暮れ正月には親族が集まるため貸せない」「家財道具（残置物）の片付けが面倒」とい

った理由で塩漬けにされがち。

• 二地域居住者向けの安価な賃貸物件とするには、リノベーション費用の回収が難しく（投資対効果が合わない）、民間事業者が参入しに

くい。一部の自治体では、空き家バンクの利用条件に「住民票の異動」が必須となっており、住民票を移さない二地域居住者が制度を利

用できないケースも。

事例 ①コミュニティマネジャー付きシェアハウス：下田市で二地域居住者を受け入れる11軒の物件。※詳細は57ページ

②ADDress：株式会社アドレスが運営する住まいのサブスクサービスは会員登録すれば全国各地の登録物件に予約・滞在するこ

とができる。賀茂地域にも東伊豆町、南伊豆町に物件を提供している。

③山梨県「やまなし創生官民連携空き家活用事業」：山梨県は空き家を地域の課題解決や地域の活性化に資する事業への活用

を促進するため、官民連携によるマッチングの仕組みを構築。県が一定の要件を満たす民間事業を認定の上、集約した空き家情

報を認定事業者へ提供し、空き家所有者と認定事業者のマッチングをするほか、改修費補助（通常枠＝補助率２/３・上限250万円

＝、特別枠＝補助率３/４・上限500万円）も実施して活用を後押しした。

まとめ 二地域居住の住まい確保には、家主の心理的不安や残置物処理、投資回収困難、制度要件といった多層的障壁を同時に解消す

る仕組みが必要である。コミュニティマネジャー付き住宅やサブスク型住居など民間が提供する中間支援モデルを拡充し、改修支

援や制度緩和と組み合わせて流動化を促進することが求められる。
51



課題の検討：地域
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課題 • 住宅街（非別荘地）での住民同士のトラブル

• ゴミ出し等のルール違反

• 所有者不在時の管理不全

実態 • 管理組合のある別荘地ではなく、一般住民が住む集落内の空き家を購入した二地域居住者との間でトラブルが顕在化している自治体

がある。「よそ者が勝手にルールを破る」という認識が広がり、地域住民の受け入れ意欲を削ぐ要因になっている。

• 二地域居住者が自治会に入らず、ゴミステーションを利用する。また、分別や指定日を守らない 。

• 台風で屋根が飛んだり、草木が越境したりしても、所有者が遠方にいて連絡がつかない。苦情対応が役場に丸投げされるケースも出

ている。

事例 ①IZU DAO：IZUとDAO合同会社が下田市で展開しているデジタル住民コミュニティ。※詳細は56ページ

②ADDressの家守（やもり）制度：株式会社アドレスが運営する住まいのサブスクサービス「ADDress」はすべての物件に家守と呼

ばれる管理人かつ地域コミュニティマネージャーを配置し、地域住民との連携を担っている。

まとめ 住宅街での二地域居住を巡るトラブルは、ゴミ出しルール違反や自治会未加入、所有者不在による管理不全など、地域生活への

関与不足から生じており、住民の受け入れ意欲低下を招いている。解決策の一つとして、事例に挙げた「地域コミュニティを束ねる

仕組みや制度」の導入が求められる。総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した関係調整・ルール周知体制の構築と、

国交省の特定居住支援法人制度による民間団体との連携を通じ、見守り・管理やコミュニティ接続を担う中間支援機能を地域に

実装することが重要である。また、今後創設される予定の「ふるさと住民登録制度」を活用した二地域居住者の認定も有効な解決

策になると考えられる。



課題の検討：行政
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課題 • 現場リソースの限界

• 広域的なプロモーション

実態 • 自治体の現場は人員削減が進む中、移住・空き家・協力隊・新施設対応等を少人数で兼務しているのが実態で、新しい施策（二地域

居住推進）が降りてきても、手が回りにくい。そのため、個々の二地域居住者への問い合わせ対応やきめ細かな伴走支援にも限りが

あり、行政支援が十分とは言えない。

• 個々の市町単独では首都圏での認知獲得の施策が打ちづらく、自治体主体で継続的に二地域居住者を誘致することが難しい。「伊豆

半島」や「賀茂地域」といった広域ブランドのプロモーションを十分に生かせていない。

事例 ①下田市：国内初の二地域居住コーディネーター制度の導入で２名の専門家を採用し、SNSでの情報発信や二地域居住者の相

談窓口として対応している。

②東松島市（宮城県）：国交省の特定居住支援法人として貴凛庁株式会社を指定し、廃校を再生した「KIBOTCHA（キボッチャ）ス

マートエコビレッジ」の運用を通して二地域居住者の受入とコミュニティ構築を行っている。

まとめ 二地域居住推進の停滞は、少人数体制による自治体の現場リソース不足と、市町単独では困難な広域プロモーションの弱さに起

因する。解決には、総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した専門人材配置により相談対応や伴走支援を外部化する

とともに、国交省の特定居住支援法人制度を通じて民間主体の受入・コミュニティ運営を展開することが重要である。あわせて「伊

豆半島・賀茂地域」ブランドによる統合的発信を強化し、持続的な誘致体制を構築する必要がある。



目次

1. 調査概要

2. アンケート結果

3. ヒアリング結果

4. 課題の検討

5. 先進事例

6. まとめ

54







57

先進事例：管理人付物件（住まい課題）

サービス名称 コミュニティマネージャー付シェアハウス

下田市：
①YUI HOUSE　②ポックルハウス　③風まち下田　④NABETA InNlet　⑤elenanchi　⑥雑忠KURA　⑦下田３丁目ハウス

南伊豆町：
①小田切HOUSE　②FILES　③ローカルローカル　④三角ハウス

エリア 下田市・南伊豆町

運営会社 各物件ごとに異なるため、以下インタスグラムより下田市の二地域居住コーディネーターへ問い合わせてください。
http://instagram.com/duallife.minamiizu

詳細URL https://2chiiki.jp/topic/?type=live&region=minami-izu-ja&page=1

サービス概要 上記の11物件にはすべてコミュニティマネージャーが常駐しているため、暮らしに関する困りごとなどを気軽に相談することができる。

二地域居住者の不在時も、近隣との連絡・連携やトラブルにも対応。シェアハウスという特性上、一棟貸切ではなくリビング・キッチン

や水回りといった共有部分があることから、滞在者同士で顔を合わせる機会があり、住人同士の交流がしやすい暮らし設計となって

いる。

先進的な取組
ポイント

別荘とは異なり、管理者（コミュニティマネージャー）がいるため、ゴミ出しなどのルールに則った生活ができる。

また、コミュニティマネージャーが地域住民と二地域居住者の橋渡し役を担うため、お互い安心して暮らせる。

下田市のYUI HOUSEは、IZU DAOを活用した銭湯等の近所の店舗利用促進も行い、地域との接続がうまくできている。
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賀茂地域広域連携モデルの方向性
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本調査により、賀茂地域は市場原理だけでは解決できない「構造的なインフラ課題（交通・住まい）」および、移住・定住ではなく新たな地域

振興策としての二地域居住推進に向けた「地域の理解」「行政リソース不足」が大きな課題であり、二地域居住者の受入体制をつくるため

に早期に着手すべき課題であることがわかった。 各市町が単独でこれらの課題に対処することは限界があるため、この４つの項目に対し

て「共通課題を広域でシェアし、解決する仕組み（広域連携モデル）」への転換が有効である。

１. 移動の共通プラットフォーム・共助型配車サービスの構築（交通）

現状のボトルネック

鉄道がある東側と、無い西側でアクセ

ス環境に差がある。加えて、タクシー

撤退等により、二次交通は二地域居

住者だけでなく地域住民にとっても危

機的な状況である。

広域連携モデルの方向性

行政区を跨ぐデマンド交通、住民ドライバーによる配車サービス

の広域導入といった「境界を越える」共助型モビリティが有効な選

択肢となる。加えて、二地域居住者向けの負担軽減策を講じるこ

とも有効であると考えられる。
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２. 二地域居住者の見守り等の一体提供・官民連携の広域マッチング（住まい）

現状のボトルネック

①物件のマーケット登録以前に、「見ず知

らずの人に貸したくない」「片付けが面倒」

という所有者心理が流通を阻害している。

広域連携モデルの方向性

総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した取

組や、民間サービス（コミュニティマネジャー付き住宅、定

額制（サブスクリプション）住居サービス）における管理・交

流機能を広域展開し、二地域居住者の見守り・関係調整を

一体提供することで、所有者の不安を制度的に解消し流通

を促進する。

②空き家は増えているが、二地域居住者

が使えるように改修するコストがそれなり

にかかるため、費用対効果が悪くて再活

用が難しい。空き家バンクはあっても住民

票登録必須といった制度上の制限が足枷

になっている。

広域連携モデルの方向性

改修費支援に加え、民間サービスと連携して、複数物件を

活用し費用回収を分散することにより、住宅ストックを拡大

する。
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３. 中間支援機能の実装・ふるさと住民登録制度の活用（地域）

現状のボトルネック

広域連携モデルの方向性

総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した関

係調整・ルール周知体制の構築と、国交省の特定居住支

援法人制度による民間団体との連携を通じ、見守り・管理

やコミュニティ接続を担う中間支援機能を地域に実装する

ことが重要である。また、今後創設される予定の「ふるさと

住民登録制度」を活用した二地域居住者の認定も有効な

解決策になると考えられる。加えて、二地域居住者の受け

入れに向け、行政と民間が連携して地域全体での共通理

解や協力体制の構築を築くことも重要である。

住宅街での二地域居住を巡るトラブルは、

ゴミ出しルール違反や自治会未加入、所

有者不在による管理不全など、地域生活

への関与不足から生じており、住民の受

け入れ意欲低下を招いている。
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４. コーディネーター制度や特定居住支援法人の活用・官民連携のPR体制（行政）

現状のボトルネック

①行政の人員リソース不足で移住・空き

家等を少人数が兼務し、新たな二地域居

住施策や伴走支援まで手が回らず、受入

体制の継続と質の確保が難しい状況。

広域連携モデルの方向性

総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用し、相談

対応や伴走支援、空き家調整、地域接続機能を行政外部

へ分担。国交省の特定居住支援法人制度を活用し民間主

体の受入体制を常設化することで、少人数体制でも継続的

かつ質の高い支援が可能となる。

②市町単独の発信では東京を含む首都

圏認知に限界があり、広域ブランドも十分

活用できず、継続的な誘致につながって

いない。

広域連携モデルの方向性

「伊豆半島・賀茂地域」を一体ブランドとして統合発信し、１

市５町共同の誘致戦略を構築することが有効である。広域

二地域居住コーディネーターを設置し、民間事業者と連携

し、滞在拠点・仕事・交通を組み合わせた周遊型プログラ

ムや首都圏向け継続プロモーションを展開することで、単

独発信では届かない需要層への認知拡大と来訪循環を生

み出せる。
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二地域居住の推進に向けた本県の取組

（企画課）

１ 要 旨

人口減少が進む中、そうした社会を前提に、地域の活力や豊かな生活を維持・

向上させていくため、主な生活拠点と別の地域に生活拠点を設ける「二地域居

住」を推進し、都市と地方の人材の好循環を図る。

２ 方 針

・国制度に基づき、特定居住促進計画（市町計画）を策定する市町を支援すると

ともに、県計画についても今年度中に策定

・国補助事業を積極的に活用し、県内各地で取組を推進

・特に、首都圏から近く、温泉をはじめとした観光資源が豊富であり、二地域居

住と好相性の賀茂地域を重点地域とし、広域連携モデルの構築を目指す

３ 賀茂地域における取組

(1)官民連携プラットフォームの構築

(2)広域連携モデルについて

賀茂地域１市５町に共通する課題を整理し、市町の枠を越えて広域的に連携し

て取り組む。

（例）・二地域居住者の地域間移動のためのデマンド交通の導入、カーシェアの活用

・空き家を活用し市町の枠を越えてお試し居住施設や交流拠点施設として活用

４ 市町の取組

目 的
移動負担の軽減や空き家の利活用等の共通課題に対し、市町の枠

を越えて取り組む広域連携モデルの構築を目指す

構成団体 県、賀茂地域１市５町、民間企業

備 考 国庫補助採択を受け、実施

市町名 事業概要 備考

森町
都市部ファミリー層をターゲットとしたアンケ

ート調査、二地域居住推進体制の構築 等

・国庫補助採択

・県が協議会に参画

三島市・

長泉町

二地域居住に関する相談窓口設置、滞在施設紹

介、移動手段(モビリティサービス)の提供 等

・国庫補助採択

・県が協議会に参画

焼津市
カーシェアの活用、コワーキングスペースでの

託児サービス実証、二地域居住ツアーの実施 等
・国庫補助採択

下田市
地域の窓口となり、二地域居住者と地元住民を

つなげるｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰの設置・育成 等
・国庫補助採択

松崎町
二地域居住者のニーズや課題調査、地域住民の

理解促進ワークショップの開催 等

・国庫補助採択

・県が協議会に参画

令和７年 10 月時点
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静岡県広域的地域活性化基盤整備計画（二地域居住）

No

1

2

3

4

5

※社会資本整備総合交付金(広域連携事業)を活用する場合に記載（社会資本総合整備計画を提出すること）

・静岡県次期総合計画～しずおかウェルビーイングプラン～

拠点施設関連基盤施設整備事業に関する事項

 拠点施設関連基盤施設整備事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業又は事務に関する事項

そ の 他

社会資本総合整備計画（広域連携事業）の計画名： なし             計画期間：令和 年度～ 年度（ 年間）

事務所 anchor（テレワーク等施設） 焼津市栄町2-5-26 1階 焼津市 令和3年３月完了

交流施設
ターントクルこども館 / 焼津おもちゃ美術
館・やいづ えほんと（子育て支援施設）

焼津市栄町5-1-1 焼津市 令和3年７月完了

宿泊施設、交流施設
庭の宿『帆や』∼hoya∼

（体験交流型ゲストハウス）
焼津市城之腰119-1 焼津市 令和3年３月完了

事務所、宿泊施設、交流施設
焼津PORTERS（コワーキング・

宿泊施設・飲食店・コミュニティスペース
焼津市中港3-1-16

焼津市
㈱ｽﾏｰﾄﾎﾃﾙｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ

令和6年4月完了(宿泊施設)
令和7年4月追加整備完了

計 画 概 要  ※別紙（静岡県の二地域居住推進の方向性）添付

特 定 居 住 拠 点 施 設 に 関 す る 事項

拠点施設の区分 名称（施設の内容） 所在地 整備主体 備考

 人口減少が進む中、そうした社会を前提に、地域の活力や豊かな生活を維持・向上させていくため、主な生活拠点と別の地域に生活拠点を設ける「二地域居
住」の推進は、都市と地方の関係性を強化し、人材の好循環を生み出す重要な取組である。
 また、本県は首都圏や中京圏等と近接し、都市と地方の両方の魅力を享受できる二地域居住の適地であることから、地域力の向上やウェルビーイングな暮らし
の実現に向け、二地域居住を積極的に推進する。

令和７年10月31日策定

【静岡県】
市 町 村 名 焼津市 計 画 期 間 令和７年度～令和11年度









































​None​

​None​

​今後の活動について_ADDDress​

​◎活動業務名​
​『二地域居住賀茂地域広域連携モデル検討業務』​

​◎業務の目的​
​地方への人の流れの創出・拡大を一層促進するため、国は令和６年度に「広域的地域活性化​
​のための基盤整備に関する法律」を改正し、二地域居住を推進している。静岡県としても、​
​二地域居住を積極的に推進するため、賀茂地域（１市５町）において、移動負担の軽減や空​
​き家の利活用等の共通課題に対し、市町の枠を越えて取り組む広域連携モデルの構築を目指​
​す。​

​◎活動内容とスケジュール​

​(1)​​　​​アンケート調査を踏まえた課題等の分析​
​二地域居住を推進する上で共通する課題に対し、市町の枠を越えて取り組む広域連携モデル（※）構築​
​に向けて、対象市町や関係団等へ課題等を聞き取るアンケート調査を実施し、取りまとめの上、調査結​
​果から現状や課題の分析を行う。​
​※「広域連携モデル」･･･二地域居住を推進する上で、賀茂地域１市５町に共通する課題に対して、市​
​町の枠を越えて、広域的に連携する取組​
​（例：二地域居住者が地域内で乗り換え等の負担がなく移動できるデマンド交通の導入やカーシェアリ​
​ングの活用、空き家を利活用してお試し居住施設や交流拠点施設、コワーキングスペースとして整備​
​し、近接する市町間で融通し合う体制の構築等）​

​●​ ​【ADDress】アンケート＆ヒアリング調査項目・候補先および依頼文案の作成：​
​11月21日（金）まで​

​●​ ​【ADDress】アンケート依頼（Webまたは郵送）：​​11月28日（金）まで​
​●​ ​【ADDress】アンケート回収：12月8日（月）まで​
​●​ ​【ADDress】アンケート分析とまとめ：​​12月12日（金）まで​

​(2)​​　​​ヒアリングによる実態調査​
​(1)により収集した情報を元に、対象市町や関係団体等への追加調査・ヒアリングを行い、実態把握と​
​課題の洗い出しを行う。​
​なお、ヒアリングについては、オンラインも可能とするが、可能な限り実地によるものを推奨する。​

​●​ ​【ADDress】ヒアリングの日程調整：​​12月26日（金）まで​
​●​ ​【ADDress】ヒアリングの実施とまとめ：​​1月23日（金）まで​
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​None​

​(3)​​　​​報告書の作成​
​(1)(2)の調査・ヒアリング結果等を整理・分析した報告書を作成する。報告書は、賀茂地域の二地域​
​居住に係る現状・課題の分析結果、好事例の紹介、今後の推進に当たっての方向性を盛り込むこととす​
​る。​
​(4)　広域連携モデルの検討・提言書案の作成​
​(1)(2)(3)の調査・ヒアリング結果、報告書を踏まえ、市町の枠を越えて取り組む広域連携モデルを​
​提案する。​

​●​ ​【ADDress】報告書および提言書案の作成：​​2月6日（金）まで​
​●​ ​【ADDress】報告書および提言書案の納品：​​2月20日（金）まで​
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賀茂地域における「二地域居住」受入環境整備に向けた

アンケート調査 分析中間報告書

作成日：2025年 12月 19日（金）
作成者：株式会社アドレス（受託事業者）

1. 調査概要
1.1 背景と目的

賀茂地域（下田市・東伊豆町・河津町・南伊豆町・松崎町・西伊豆町）における「二地域居

住」の定着に向け、現場の実態と課題を把握するために実施。

1.2 実施概要

● 調査期間：2025年 12月 9日 〜 12月 22日
● 総回答数：21件（2025年 12月 18日現在、全送付数 25件）

○ 自治体：5件
○ 民間団体：16件（宿泊、体験、不動産、金融、NPO等）

● 未回答者：東伊豆町、NPO法人伊豆自然学校、SKILLPORT株式会社、ELENTO合同会
社

2. 集計結果
1. あなたの所属団体はどちらですか？（単一回答）
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2. 現在、二地域居住者や関係人口との関わり（受け入れ、イベント実施、相談対応など）
の状況について、あてはまるものをお選びください。（単一回答）

回収した構成比は「自治体：民間団体＝1：4」だった。未回収分（自治体 1件、民間 3件）を含め
た全送付先の構成比は約「1：3」であり、民間事業者の声を多く反映した調査結果となっている。

全体の約 7割（14件）が「継続的に取り組んでいる」と回答した。特に民間団体は 16団体中 11
団体と積極的である一方、自治体では「今後取り組みたい」「予定なし」という回答もあり、温度

差が見られる。



3. No.2で「継続的に取り組んでいる」「スポット的・不定期に取り組んでいる」と回答
した方にお伺いします。主な関わりの内容をお選びください 。（複数回答可）

● その他：

○ プレイヤーの方のご支援、移住・二地域居住の枠組み検討（株式会社静

岡銀行）

○ 令和７年度は東伊豆町の事業で個人的に芝浦工業大学の「空き家改修プ

ロジェクト」の学生を自己所有物件のリノベで受け入れ（三島信用金

庫）

○ 松崎町の二地域居住のサポート（松崎町）

4. 直近 1〜2年で、二地域居住者の動きに変化はありますか？（単一回答）

「空き家・住まいの相談」「移住相談」といった相談業務（各 13件）と、「イベント開催」（12
件）が上位を占めた。ハード面の案内とソフト面の交流機会の提供が活動の主軸となっている。



5. 上記の選択肢を選んだ理由や背景があれば、ご記入ください。（自由記述）
● 増えている

○ 移住となると働き方を変える必要があるが、二地域居住では仕事を継続

可能であり、ハードルが低い。（NPO法人伊豆の田舎暮らし夢支援セン
ター）

○ 令和７年１１月から二地域居住コーディネーターを設置したことによ

り、二地域居住希望者からの相談件数が増加している。（下田市企画

課）

○ 周辺でも思いつくだけでも５人程度移住/二拠点している人がいる（かつ
伊豆を紹介して移住してくれた人もいる）（株式会社 micro
development）

○ ３年前まではゼロであったが、昨年、今年は二地域居住者がいるため。

（松崎町移住定住促進協議会）

○ 別荘地に住んでおり、自治会のイベントなどに参加する新顔の二地域居

住者が増えていると感じる。（東伊豆 ECOツーリズム協議会）
○ 国の政策効果を感じる。（合同会社うさぎ企画）

○ 下田市では二地域居住コーディネーターなどが発信など活発。（合同会

社 local is beat）
● 横ばい

「増えている」との回答が約半数（10件）で最多となった。一方で「わからない」も 6件あり、
実態把握の難しさがうかがえる。「減っている」は 1件のみだった。



○ 新たに２地域居住で移住してくる人と他の地域に移ってゆく人、元の居

住地に戻っていく人それぞれ同じような数だと感じている。（NPO法人
伊豆未来塾）

○ 1.2年の間に二地域居住にかかる話題や取組が活発化したように思う
が、実際にはそれ以前より実施している人は一定数存在し、顕著な増減

はないように思える。（NPO法人伊豆 in賀茂６）
○ 二拠点は増えた気もするが、実際に現地に家を持っている人、そこでお

店を構えている人でも地域の受け入れ方が違うと感じている。

○ つまり、基本的に旅人、ノマド的な人たちが地域に間接的に関わって

も、お金は落とすが、地域との深い関わりはないように感じる。長期滞

在だったりする場合はマナーが大事だが、その辺のコーディネーターの

存在が不可欠な気がする。負担は高いが。（一般社団法人南伊豆編集

室）

● 減っている

○ コロナ禍でテレワークできるようになって東伊豆町で２地域居住や移住

生活をしていた若年層が、仕事の関係などで都市部に回帰するようにな

り、関係人口が減っているように感じる。

○ また、コロナ禍で増加した別荘所有者の移住もひと段落したように感じ

る。（三島信用金庫）

● わからない

○ 把握方法が不明なため。（河津町）

○ 自分の住んでいる地区（河津町でも小地区になります）にここ数年移住

者が数軒程ありますが、うち１軒が二地域居住の方です。ただ伊豆地域

で二拠点生活をされている方が増えていると聞いてはいますので分から

ないという回答になるのかな。（手むすびの会）

○ プレイヤーとしての取組みよりも、企業や自治体への支援が多いため、

定量的な効果を示すのは難しい状況。自主事業としては、2025年３月よ
り、富士山アルプス・アライアンス（山梨・長野・静岡）による移住促

進を開始している。（株式会社静岡銀行）

6. （No.1で「自治体」と回答した方）
二地域居住に活用できる施設・資源があれば教えてください。（複数回答可）

「増えている」理由としては、コーディネーターの配置効果やテレワークの定着、現場での相談増

が挙げられた。一方、「横ばい・減っている」理由としては、コロナ後の都市回帰や、定住への移

行による関係人口の減少などが指摘された。



7. （No.1で「自治体」と回答した方）
二地域居住者の“なりわい”に活用できるサービスはありますか？（複数回答可）

コワーキングスペースや空き家バンクなど、受け入れのための「器（仕組み）」自体は多くの自治

体で整備済みであることがわかる。しかし、後述の No.20で「物件不足」が最大の課題とされてい
ることから、単に制度があるだけでなく、実際に利用可能な物件の掘り起こしや、ニーズに合った

物件供給ができているかどうかに課題が残る。

「農業体験制度」が 2件あったものの、「特にない／わからない」も 2件あり、仕事や収入につな
がる「なりわい」の支援はまだ限定的である。



8. （No.1で「自治体」と回答した方）
二地域居住者が参加しやすいコミュニティ・地域団体はありますか？（複数回答可）

9. （No.1で「自治体」と回答した方）
二地域居住者が活用できる交通サービスはありますか？（複数回答可）

● その他：

「趣味・文化サークル」が 3件で最多だったが、選択肢全体の回答数は少なく、新来者が気軽に参
加できるコミュニティの受け皿は不足している傾向にある。



○ レンタサイクル（松崎町）

10.（No.1で「自治体」と回答した方）
空き家（住宅）向けの補助制度はありますか？（単一回答）

11.（No.1で「自治体」と回答した方）
空き店舗や起業向けの補助制度はありますか？（単一回答）

全自治体が「路線バス」を挙げたが、自由度の高い「シェアサイクル」「レンタカー」は 3件に留
まる。二次交通の課題（No.20）とも関連し、公共交通以外の選択肢拡充が課題である。

5自治体中 4自治体が「はい」と回答しており、住居確保に関する金銭的な支援制度は広く整備さ
れている。



12.（No.1で「自治体」と回答した方）
交通費補助制度はありますか？（単一回答）

住居と同様、5自治体中 4自治体で制度があり、ビジネス面での参入障壁を下げる施策は打たれて
いる。

全自治体が「いいえ」と回答した。住居・起業支援に比べ、継続的な往来のネックとなる「移動コ

スト」への直接的な支援は手付かずの状態である。



13.あなたの団体が活動する地域において、（願望ではなく）客観的に見て、来訪の可能性

があるのはどの層ですか？（複数回答可）

● その他：

○ フリーランス・個人事業主として、場所を選ばず仕事をす層（松崎町移

住定住促進協議会）

14.（可能性に関わらず）戦略として、特に呼び込みたいターゲットは誰ですか？（複数回
答可）

「退職後のシニア層」（16件）、「将来的な完全移住を検討しているお試し層」（14件）が上位
となっている。



15.あなたの団体が活動する地域として「どこから」二地域居住者に来てほしいと考えてい
ますか？（複数回答可）

トップは「地域（貢献）活動に興味がある層」（14件）となり、地域課題の解決や活性化に直結す
る能動的なプレイヤーを求めている意向が強く表れた。



● その他：

○ 差別でもなんでもなく、インバウンドは不要（手むすびの会）

16.今後、交通費や滞在費などの支援（実証事業含む）を行う場合、二地域居住者として認
定するには「どの程度の滞在頻度」を要件とすべきと考えますか？（単一回答）

● その他：

○ 特定の季節のみ、月に一週間など年間の 1/4程度（南伊豆町）
○ 個人の貢献度合いによる（合同会社うさぎ企画）

17.支援対象とする二地域居住者に、地域活動への参加（自治会活動、ボランティアなど）
を要件として求めるべきと考えますか？（単一回答）

「首都圏」が 16件と圧倒的多数を占めた。地理的な距離や経済規模から、ターゲットエリアは明
確に首都圏に絞られている。

「月 1回以上」が 5件で最多だが、「2〜3ヶ月に 1回」「週 1回」など意見は多様であった。



18.もし地域活動への参加を求める場合、あなたの団体が活動する地域として「受け入れや
すく、参加ハードルが低い」と考えられる活動は何ですか？（複数回答可）

「必須要件」（5件）、「努力義務」（6件）、「要件不要」（6件）と意見が三つに割れた。支
援と引き換えにどこまでコミットメントを求めるかについて、官民や地域内での議論が必要であ

る。



19.もし地域活動への参加を求める場合、あなたの団体が活動する地域として課題となるこ
とは何ですか？（複数回答可）

「草刈り・清掃活動」（12件）や「地域イベントの手伝い」（11件）が上位。専門的なスキル提
供よりも、まずは誰でも参加できる軽作業や賑やかしが入り口として適切と考えられている。



● その他：

○ 受入可能な滞在施設の確保（合同会社うさぎ企画）

20.あなたの団体が活動する地域で二地域居住（特定居住）が進まない、またはハードルと
なっている「課題」は何だと感じますか？（複数回答可）

「地域住民の理解不足、受入・支援体制の未整備」が 17件と突出して多く、全体の 8割以上が回
答した。受け入れる地域側のマインドセットや体制が最大のボトルネックである。

「利用可能な物件不足」が最多となった。No.6では多くの自治体が「空き家バンク」を整備済み
と回答しているが、「バンクという仕組みはあっても、二地域居住者のニーズ（賃貸・改修不要な

ど）に合致する登録物件が決定的に不足している」という「質的なミスマッチ」が起きていると推

測される。制度の有無を超えた、物件の掘り起こしとマッチング精度の向上が急務である。



21.あなたの団体が活動する地域で二地域居住に関して独自の取り組みを行っている事業者
や、ヒアリングを推奨したいキーパーソンがいれば教えてください。

● 二地域居住コーディネーター湯本紀美子（IZUと DAO合同会社）
● 「二地域居住先導的プロジェクト実装事業」次世代政策デザイン研究所 近藤ナ

オ氏（NPO法人伊豆 in賀茂６）
● 東伊豆町地域おこし協力隊平野さん（株式会社 micro development）



22.（No.1で「自治体」と回答した方）
特定居住促進計画の策定に向け、県や外部団体（支援法人）に期待することがあればお

選びください。（複数回答可）

23.二地域居住の推進に向け、国や県にどのような支援を望みますか？（市町のご担当者様
は、県との連携のあり方についても併せてご記入ください）

● ２地域居住をしてみませんか、こんな補助がありますよ、ではどうしても補助が

手厚い地区に移住者が殺到し補助の旨みがなくなった時にはどんどんいなくな

る、今までそんな事例が多くあったように思う、２地域居住をするにあたって補

助する対象は２地域居住者ではなく地域の受け入れ態勢の整備などの地域の側で

あると考える。例えば滞在する住居の整備費用や過疎地では特に問題になる移動

手段を持たない移住者に向けての移動手段の確保、農業希望者に向けた休耕地の

取りまとめや農業指導者の要請、できた野菜が販売できるような仕組みの構築な

ど。現在地域にあるものを掘り起こし整備し再組立すれば新しく作る必要はない

し費用も少なくて済むと思う。いずれにしても魅力のない地域には移住者も２地

具体的なコーディネーター名や地域おこし協力隊員、民間事業者名が複数挙げられた。取り組みが

組織化されているというよりは、特定の「キーパーソン」の個人の活動や熱量に支えられている側

面が見て取れる。

受入地域（自治会など）との合意形成・ルール作り支援」への期待が最も高い。No.19の結果とも
合致し、地域住民との調整という最もデリケートな部分への伴走支援が求められている。



域居住者も集まらないので２地域居住者に人気のあるエリアはどんな事を率先し

て行っているかリサーチしてみるのも良いと思う。（NPO法人伊豆未来塾）
● 現在、町が二地域居住の推進に力を入れているとは思えない。

国県市町が二地域居住者への補助や助成など同じ考え方を持つべきである。

（NPO法人伊豆の田舎暮らし夢支援センター）
● 県の移住定住促進のメンバーに加えていただいた際に県の担当と移住定住促進を

推進する目的について質問したところ「地域コミュニティの維持」だと当時の担

当者は仰っていました。

だとするならば理想は二地域居住ではなく、完全な地方への移住定住です。それ

も移住＝定住につなげる施策が大事だと思っています。（手むすびの会）

● 二地域居住に関する理解促進を行ってほしいです。（南伊豆町）

● 二地域居住の利用者及び受入事業者への支援に加えて、首都圏での大規模イベン

トや、SNS・CMなど大胆なプロモーション展開による国民への一層の周知と理
解への取り組みを求めたい。（株式会社静岡銀行）

● 特に無し。（IZUと DAO合同会社）
● 二地域での税金の徴収（分配）、行政サービスの提供範囲の整理。（NPO法人
伊豆 in賀茂６）

● 交通費補助などの資金支援などだとその支援がなくなったときに来なくなってし

まう。結果、二拠点居住をするモチベーションとしては仕事が大きいと思ってい

るので、創業支援や二拠点居住者向けアクセラレーションプログラムなどのロー

カル産業をつくるような施策があると良いと思います。ここは弊社（micro
development inc.）としても力を入れていきたいと思っていますので、なに
かご一緒できることもあれば嬉しいです！（行政だけではなかなかやりにくい部

分もあると思うので、いい意味で民間を使っていただけると嬉しい）（株式会社

micro development）
● 条件不利な自治体（企業が少なく税収が乏しい、交通など）は、関係人口創出

（二拠点居住、移住定住含む）についての予算の優先順位を低くせざるを得ない

状況にあると考えます。その中でも意志や実績はあるが、実施に至れていない自

治体には、自治体からの負担がないような支援を望みます。（松崎町移住定住促

進協議会）

● 均等割りの住民税を払ってもらっている点も鑑み、プレミアム商品券など二地域

居住者も消費活動で利用できる特典が必要。二地域居住者が利用できれば地域経

済にも利点が大きい。また、地元自治体が積極的に聞き取りを行うなどの取り組

みも必要。（転入するしないの垣根の排除）（東伊豆 ECOツーリズム協議会）
● まずは住居として空き家アパート等が考えられるが、二地域居住希望向けの居住

施設の改装に補助金を出してほしい。（一般社団法人美しい伊豆創造センター）

● 当町では二地域居住者と地域住民の間で、騒音やゴミ出し、自治会活動等に関す

るトラブルが起きており、地域住民からも二地域居住推進に対して厳しい言葉を



いただいている現状があるため、現時点では必要な支援等はありません。（西伊

豆町）

● 空き家をずっと持ってる人に対して、しっかり課税をして、使っていない物件を

持っておくこと自体、負担にしてもらう。流通させることをやってもらうための

施策が必要です。（一般社団法人南伊豆編集室）

● 関係人口等に関するオンラインイベント等で必ず課題に上がるのは、都市と地方

の移動と滞在に係る費用についてです。今後、賀茂地域で２地域居住推進の施策

を進める場合、費用を補助しないと参加できない層（大学生等）に来て欲しいの

か、お金の心配の無い層に来て欲しいのかをそれぞれの市町がある程度明確にす

る必要があると思います。

また、２拠点居住を志向する人が地方に行ったときに、すぐに参加できるコミュ

ニティがあることが非常に重要で、更にはコミュニティマネージャー的な役割を

果たしてくれる人がいないと、関係人口は増えないと感じています。

県は現場からは色々な意味で遠いので直接できる連携方法というのは少ないよう

に感じますが、関係人口に来てもらうだけではなく、自治体も時には首都圏に出

かけて行き、２地域居住に興味のある人たちとの接点を作る機会を設ける必要が

あると思うので、県内の自治体が自由に使えるような施設を県が用意してくれる

とありがたいです。静岡県のアンテナショップや観光誘客、首都圏スタートアッ

プとの接点を作る施設として使えるようなものを整備をして欲しいです。それが

市町にはできない県の役割だと思います。（三島信用金庫）

3. 今後の進め方

本中間報告で見られた課題について、より深掘りを行うため、以下の通り追加調査を実施す

る。

1. 個別ヒアリングの実施
○ 対象：アンケートにて特徴的な回答をされた民間団体、および主要自治体担当者

※民間団体の方はオフライン、自治体の方はオンラインでのヒアリングを中心に

考えています。

○ オフライン日程候補：

■ 第 1候補：2026年 1月 8日（木）〜9日（金）※アドレス社は 1月 8日
（水）入り予定

財政支援だけでなく、首都圏でのプロモーションや理解促進、広域連携のハブ機能（アンテナショ

ップ等）の整備を県に求める声が多い。一方で、定住促進との整合性を問う意見や、住民トラブル

を背景とした慎重論（西伊豆町）も見られ、推進にあたっては「地域コミュニティの維持・活性

化」という根本的な目的の共有が不可欠である。



■ 第 2候補：2026年 1月 15日（木）〜16日（金）※アドレス社は 1月
14日（水）前日入り予定

○ オンラインのヒアリング日程については別途調整

2. 最終報告および提言（2月予定）
○ アンケート結果とヒアリング結果を統合し、次期計画への具体的な提言を行う。

以上
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令和8年度以降の実証事業へ向けた基盤整備

松崎町第二のふるさとコンソーシアム

松崎町 (株)雨風太陽 静岡県

・全体調整
・特定居住促進計画
の策定、見直し

・コンソーシアム
事務局

・全体とりまとめ
・町内の合意形成
・ホームページ等を
活用した広報

・賀茂地域広域連携
プラットフォーム
を活用した賀茂地
域への横展開

・二地域居住者、
都市住民、町民へ
のアンケート

・資料作成
・先進事例の紹介

(一社)
松崎町振興公社

松崎町
移住定住促進協議会

・町内の合意形成



プロジェクト概要

二地域居住促進の新たな仕組みづくり

関係人口の可視化・制度化を通じて、地域の活性化を実現

令和8年度以降の実証事業へ向けた基盤整備

01 地域住民の理解促進

二地域居住者への期待と役割を整理し、ワークショップを通

じて地域住民の受け入れ体制を構築します。

02 潜在層の掘り起こし

松崎町出身者や関わりのある方々のニーズを調査し、二地域

居住の実現要件を明確にします。

03 制度の構築

調査結果を基に、多様な関係者との検討会を通じて「まつざ

きふるさとパートナー制度」を設計します。



①二地域居住者への期待と地域住民の理解促進
町側のニーズを明確化し、受け入れ体制を整備

期待される貢献

ふるさと納税

財政支援による地域課題の解決

奉仕活動

地域の清掃やイベント運営への参加

事業協力

地域事業者との連携や新規事業の創出

祭りへの参加

伝統文化の継承とコミュニティの活性化



②二地域居住意向者の掘り起こしとニーズ調査
潜在層の実態を把握し、効果的な施策立案へ

調査対象

二地域居住に興味のある都会の人

調査の重点項目

01 動機と目的

検討するきっかけや実現したいライフスタイル、松崎町を選ぶ理由を深掘りします。

02 松崎町の魅力

自然環境、文化、コミュニティなど、外部から見た強みや魅力を特定します。

03 課題と障壁

アクセス、住居、仕事環境、地域への入り方など、障壁となる要因を抽出します。

04 期待するサポート

行政や地域に求める具体的な支援や制度のニーズを把握します。

2026.1.10（土）
「二拠点生活のリアル」
 セミナー（麻布十番）

2026.1.17-18
 移住定住二地域居住
  トライアルツアー



③まつざきふるさとパートナー制度の構築プロセス
関係者との協働による制度設計

検討会の参加者

地域住民代表 町内事業者

二地域居住候補者 行政担当者

専門家・コンサルタント

検討する主要項目

パートナーの分類と対象者の定義

参加条件と年会費の設定

町への貢献度を測る指標(ポイント制度)

ステージ別の特典内容

運営体制と継続的な改善の仕組み



まつざきふるさとパートナー制度の目的と意義

「心のふるさとの住民」になるための仕組みづくり

制度の核心

移住前段階の関係構築を促進

出身地を応援したい人の想いを形にする

旅行や交流をきっかけとした継続的な関係性の維持

関係人口の可視化と制度化による地域活性化

松崎町における意義

二地域居住の受け入れ基盤を構築することで、人口減少社会における新たな地域づくり

の モ デ ル を 確 立 し ま す 。

 知名度や地理的なハンデを抱える松崎町だからこそ、具体的な施策をピンポイントなタ

ーゲットに訴求し続ける必要があります。

日

本

の

原

風

景

が

残

る

松

崎

町



ふるさとパートナーの3つの分類
関わり方の深度と目的に応じた柔軟な区分

事業共創型

地域資源（空き家、自然、田畑、事業承継など

）を積極的に活用し、単独もしくは町の事業者

の協力を得ながら事業を行う層です。地域の活

性化を直接的に担うプレイヤーとして期待され

ます。

キーワード

• 地域資源の活用

• 事業承継・起業

• 町内事業者との連携

• 経済活性化への貢献

プライベート重視型

首都圏で仕事をしながら、週末や休暇時に滞

在する層です。自然環境の豊かさや、子ども

の教育環境、趣味・余暇の拡張を目的としま

す。観光客ではなく、住民ならではのメリッ

トを享受したいと考えています。

キーワード

• 週末・休暇滞在

• 自然体験・教育環境

• 趣味・余暇の充実

• 住民目線の暮らし

ふるさと応援型

頻繁に来訪できなくても、地元出身、過去の居

住経験、親族がいるなどのご縁により、何かし

らの形で町を応援したいと思っている層です。

精神的な繋がりを重視し、継続的な関係を望ん

でいます。

キーワード

• 地元出身・縁故

• 過去の居住・滞在経験

• 遠方からの支援

• 継続的な関係性



パートナー制度の仕組み

貢献度に応じたステージと特典の循環モデル

1. 参加条件の設定

年会費などの一定条件を設けつつ、広く門戸を開放。

2. 貢献度の測定 (ポイント化)

町の活性化に寄与する活動をポイントとしてカウント。

3. ステージ制

獲得ポイントに応じてステージが上昇する仕組み。

4. 特典の選択

ステージに応じて選べる特典が拡大・グレードアップ。

守り、受け継ぐべき松崎の原風景

総務省資料



将来像:多様な人々が参画する新しいまちづくり
令和8年度以降への展開を見据えて

本事業を通じて得られた知見を基に、多様な主体が協働するプラットフォームを構築します。

町に居住する人

(定住者)
近隣から

通勤・通学する人

かつて松崎で

暮らした人

ワーケーション

長期滞在者

イベント参加

短期滞在者

頻繁に足を運ぶ

松崎ファン

目指す地域の姿

しなやか(レジリエント)で、
 持続可能(サステナブル)な地域づくり



令和７年12月５日
静岡県
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【全団体共通の質問】

Q1：二地域居住者として来てほしい人や、実際に来ている人について

1. 今、実際に来ている二地域居住の方は、どんな人が多いですか？（年齢感、仕事、家
族、滞在の仕方）

● 50〜60代の男性が中心。町内に別荘を所有し、桜や夏のシーズンに滞在する。
若年層やテレワーカーは少ない。

また、2月の川津桜のイベント期間中は、屋台が出店するため、アパートなどが
埋まり、出店者が 1ヶ月間滞在するケースがある。（河津町）

● リタイア世代の男性がボリュームゾーン。コロナ禍で一時増えた若年層は出社回

帰で減少傾向。（三島信用金庫）

● 棚田保存活動に関わる元オーナー夫妻や、自転車愛好家の 30代夫婦など、特定
の目的を持つ層。（松崎町）

● 地域おこし協力隊 OBやその周辺の 40代前後。（so-an）
● 鉄道がなく不便なため、「静かに過ごしたい」「農業や自然の中で暮らしたい」

「人とそんなに出会いたくない」という層。（南伊豆町）

● ワーケーション層、デジタルノマド。（下田市）

2. 一方で、これから二地域居住者として『来てほしい』のはどんな人ですか？（テレワー
クの人、起業したい人、子育て世帯、週末滞在など）

また、そのような人たちを呼ぶにはどうすればいいと思いますか？

● 若い世代。交通費補助よりも、ポイント制度などを活用した「地域活動への貢

献」を促す仕組みが有効。（松崎町）

● 完全移住につながる層。二地域居住特化イベントは難しいため、既存の移住定住

施策と絡める。（河津町）

● 「ゼロイチ（新規事業）」に挑戦したい人。それを実現できるプラットフォーム

が必要。（so-an）
● 都市部の人間がなぜ不便な賀茂地域に拠点を持ちたいのか、その「動機」が現場

からは見えにくく、効果的な誘致策が打てていない（東伊豆町）。

● シェアハウスと、地域課題解決のプロ、コミュニティマネージャーを組織化し、

二地域居住者を地域に接続する重層的な仕組みを構築中。（下田市）

Q2：空き家や住まいの課題
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1. アンケートでは、空き家・住まいの相談に取り組んでいる団体が多かった一方で、使え
る物件が足りないという声も多かったです。現場で、物件が足りない一番の理由は何だ

と思いますか？

● ほぼ全団体からの共通の回答

○ 「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思

われたくない」という意識が強い。

○ 「盆暮れ正月には親族が集まる」「仏壇がある」「片付け（残置物）が

面倒」という理由で、空き家のまま放置（塩漬け）される。

● 最大の壁は「残置物」と「賃貸への心理的不安（知らない人に貸したくな

い）」。家が老朽化する前に不動産会社へつなぐ啓蒙が必要。（静岡銀行）

● 「貸したくない」「片付けが面倒」で止まっている。空き家バンクの利用条件に

「住民票の異動」が必須となっており、二地域居住希望者が制度を使えないケー

スがある。（河津町）

● 地域内に「安く貸すと相場が崩れると怒られる」という圧力があり、家賃が下が

らず流動しない。（松崎町）

● 稼働している不動産業者が少なく、仲介機能が弱い。別荘地は、建物だけでなく

道路や水道などのインフラも老朽化しており、購入しても維持費が莫大になるケ

ースがある。（西伊豆町）

2. 現実的にできそうな解決策はありますか？

● （住まいではなく、なりわい作りの実例として）オーナーの不安解消のため、信

金や地元企業が間に入って借り上げ、転貸（サブリース）する仕組みが有効（西

伊豆未来デザインコンテスト等）。（三島信用金庫）

● 「信頼関係」があれば物件は出るため、空き家自体は課題ではない。（so-an）
● 行政職員だけでは限界。宅建知識を持ち外部と連携できる「プロデュース人材」

が必要。（東伊豆町）

● ただ待つのではなく、課税強化など「持っていること自体を負担にさせる」よう

な強い施策も必要ではないか。（南伊豆編集室）

Q3：移動（二次交通）と費用の壁

1. 二次交通の不便は具体的にどの場面で困りますか？（駅から、買い物、子どもの送迎な
ど）

また、今ある手段（バス、レンタカー等）で足りない部分は何ですか？

● 二次交通が脆弱で、自家用車がないと生活できない。（河津町）

● 高齢化と事業者撤退により、地域住民の足も含めて危機的状況。（東伊豆町）



● 「鉄道の有無」が、東側（東伊豆・河津）と西側（松崎・西伊豆）の二地域居住

の性質を大きく分けている。（三島信用金庫）

2. 補助金を出す以外で、現実的にできそうな解決策はありますか？

● うさぎ企画: 観光・二地域居住者専用ではなく、地域住民の「日常の足（通
院・買い物）」とセットで混載・シェアする視点が不可欠。（うさぎ企画）

● 松崎町: 行政のリソースに限りがあるため、広域連携は効果が見込める「交
通」分野などに絞って行うべき。（松崎町）

● 地域の高齢者向けの取り組みとしてバス廃止地域において、社協と住民が連携

し、自家用車での送迎を行う仕組み（西伊豆町・大沢里お助け隊）が稼働。行政

サービスではなく住民の善意（共助）で維持されている。

● 東伊豆町「ノッカル」など、地域住民の車を活用するライドシェアの実証実験が

行われている。（東伊豆町）

Q4：地域の受け入れ（住民理解・コミュニティ）

1. 外から来る人を受け入れる上で、住民側が不安に思うポイントは何ですか？

● 管理組合のある別荘地ではなく、一般集落内の空き家を購入した層との間でトラ

ブル（ゴミ出しルール違反、自治会費未払い、草木の越境、災害時の連絡不通）

が顕在化している。（西伊豆町）

● 地域住民側に「よそ者」を受け入れる心理的ハードルがある。（東伊豆町）

2. トラブルを避けるために、最低限決めておいた方がいいルールは何ですか？
また、受け入れがうまくいった事例があれば教えてください。

● 「イーストドック」のような拠点が、二地域居住者と地域をつなぐハブとして機

能している。（三島信用金庫）

● まずはルールの周知や管理体制の構築が最優先。（西伊豆町）

Q5：二地域居住者の認定・要件

1. 二地域居住者として認定する際に、どの程度の滞在頻度を要件とすべきかについて、理
由を教えてください。また、二地域居住者に地域活動の参加を求める場合の具体的な課

題について教えてください。

● 滞在頻度だけでなく、地域活動への参加を重視したい。（松崎町）

● そもそも誰が来ているかの実態把握自体ができていない。（西伊豆町）



【団体別の質問】

自治体（1市 5町）

1. 二地域居住者を増やす上で、町として“できること／できないこと”の線引きはどこです
か？

● 「町民サービス最優先」。住民票を移さない人への支援は優先度が低い。（河津

町）

● トラブル対応に追われており、新規事業には消極的。（西伊豆町）

● 国の認定申請にも意欲的だが、職員の異動があるため継続性に課題。（松崎町）

● 受け入れ土壌はあるが、現場リソース（2名体制）が不足。（東伊豆町）

2. 県に求めることは何ですか？

● 市町の枠を超えて継続的に動ける「賀茂地域専任の広域コーディネーター」の配

置。（松崎町）

● 自治体単独では難しい、広域的な情報発信やツアー造成。（河津町）

民間・NPO

1. 来てほしい人が来ない理由を、現場の言葉で言うと何ですか？また、県にお願いしたい
ことはありますか？

● 県と町で施策に対する温度感が乖離しており、町が身構えてしまうことを懸念し

たことがある。「既存業務に組み込む」形でないと持続しない。（so-an）
● 関係人口から定住への循環を作るには、つなぎ役の「コミュニティマネージャ

ー」が職業として稼げるようになることが重要。（local is beat）

金融

1. 二拠点（定住前提じゃない）だと、融資や支援はどこで難しくなりますか？

● 物件購入のための一般的なローンについては、移住専用ローンもあるためハード

ルは高くない。一方で、非居住者が物件を購入し、それを第三者に賃貸して収益

を得る「事業性の融資」は非常に厳しく審査されると指摘しました。理由として

は、事業がうまくいかなかった際のリスクを銀行が負うことになり、担保も取り

にくい地方の物件では金利が高くなる傾向があるため。

また、小規模な事業（例：花屋やラーメン屋など）の支援については、地方銀行

ではあまり積極的にできていない。（静岡銀行）



2. 条件が揃えば支援できる形はありますか？また、事業承継や小さな起業と二地域居住を
つなげるなら、金融機関ができる役割は何ですか？

● 「地域の人事部」機能。事業承継や人材マッチングから二地域居住につなげるア

プローチ。（三島信用金庫）

● 公的機関や日本政策金融公庫などを紹介する 「つなぎ役」として機能してい

る。（静岡銀行）

3. 県へお願いしたいことはありますか？

● 東京一極集中是正のための、自治体単独ではできない大胆なプロモーションを

県・国主導で行ってほしい。（静岡銀行）
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調査の背景と目的
1. 調査の背景

国の動向と県の狙い

● 国の動き：地方への人の流れを創出・拡大するため、国は令和6年度に「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」
を改正し、二地域居住を推進している。

● 県の狙い：静岡県においても、特に人口減少等の課題を抱える賀茂地域（1市5町）を重点エリアとし、二地域居住を積極的に
推進している。

● 現状の課題：賀茂地域では「移動負担（二次交通）」や「空き家の利活用・流通不全」といった、単独自治体では解決が困難
な共通課題が存在しています。

2. 本業務の目的

広域連携モデル構築に向けた実態把握 本調査は、これらの共通課題に対し、市町の枠を越えて解決を図る「広域連携モデル」の構築
を目的として実施した。 具体的には、以下のプロセスを通じて、現場の実態と潜在的な課題を明らかにする。

1. 現状認識の可視化：自治体および民間事業者へのアンケート調査により、ターゲット像や課題を定量的に把握。
2. 実態の深掘り：ヒアリング調査により、データには表れない現場固有の事情（トラブル、心理的障壁、独自の工夫など）を抽

出。
3. 連携の種の発見：調査結果の分析を通じ、広域で連携すべきテーマ（交通、住まい、情報発信等）を特定。

※広域連携モデルとは 賀茂地域1市5町に共通する課題に対し、市町単独ではなく広域的に連携して解決する仕組み。
例：市町を跨ぐデマンド交通やカーシェア、空き家を活用したお試し居住施設の相互利用体制など。



賀茂広域連携プラットフォームについて

目的と活動内容

● 目的：国の法改正を受け、賀茂地域への人の流れを創出・拡大するため、移動負担の軽減や空き家の利活用といった共

通課題に対し、市町の枠を越えた連携モデルを構築すること 。

● 主な活動

○ アンケート・ヒアリング調査：自治体や民間団体への調査を通じ、ターゲット像のズレや課題（物件不足、二次

交通、地域コミュニティの受け入れ等）を可視化。

○ モデル検討：調査結果に基づき、デマンド交通やカーシェア、空き家活用などの広域連携策を検討・提言 。

会議の開催状況

● 第1回（11月12日）：県の取組説明、今後の予定、他地域の視察結果報告など 

● 第2回（12月22日）：「二地域居住」受入環境整備に向けたアンケート調査の中間報告など

● 第3回（2月9日）：ヒアリング調査状況報告、松崎町の「ふるさとパートナー制度」などの賀茂地域の取組事例や、川根

本町の特定地域づくり事業協同組合をはじめとする他地域の先進事例、次年度の国の関連補助事業について報告および

共有



調査概要

1. アンケート調査 
○ 期間：2025年12月9日 〜 12月22日

○ 対象：賀茂地域1市5町担当課、関係団体（民間事業者、NPO等）

○ 実績：回答数 21件（自治体:5、民間:16）

2. ヒアリング調査 
○ 期間：2026年1月〜2月

○ 対象：1市5町担当課、民間事業者（交通、不動産、地域づくり）、金融機関

○ 方法：現地訪問およびオンラインによる深掘り調査
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アンケート概要
団体 所在地 アンケート回答 ヒアリング

下田市産業振興課 下田市 あり あり

東伊豆町企画調整課 東伊豆町 あり あり

河津町企画調整課 河津町 あり あり

南伊豆町企画課 南伊豆町 あり あり

松崎町企画観光課 松崎町 あり あり

西伊豆町まちづくり戦略課 西伊豆町 あり あり

NPO法人伊豆の田舎暮らし
夢支援センター

河津町 あり なし

NPO法人伊豆自然学校 西伊豆町 なし なし

手むすびの会 河津町 あり なし

NPO法人伊豆未来塾 南伊豆町 あり なし

東伊豆ECOツーリズム協議
会

東伊豆町 あり なし

NPO法人伊豆in賀茂６ 下田市 あり あり

団体 所在地 アンケート回答 ヒアリング

松崎町移住定住促進協議会 松崎町 あり なし

一般社団法人南伊豆編集室 南伊豆町 あり あり

株式会社micro 
development 東伊豆町 あり あり

合同会社so-an 東伊豆町 あり あり

合同会社うさぎ企画 長泉町 あり あり

NPO法人りらいず 西伊豆町 あり あり

SKILLPORT株式会社 下田市 なし なし

ELENTO合同会社 下田市 あり なし

IZUとDAO合同会社 下田市 あり なし

合同会社 local is beat 下田市 あり あり

株式会社静岡銀行 静岡市 あり あり

三島信用金庫 三島市 あり あり

自治体26.1%　民間団体73.9%



アンケート回答結果

Q. 【自治体対象】特定居住促進計画の策定に向け、県や外部団
体（支援法人）に期待することがあればお選びください。

Q. 現在、二地域居住者や関係人口との関わり（受け入れ、イベ
ント実施、相談対応など）の状況について、あてはまるものをお
選びください。

Q. 「継続的に取り組んでいる」「スポット的・不定期に取り組
んでいる」と回答した方にお伺いします。主な関わりの内容をお
選びください。



Q. 直近1〜2年で、二地域居住者の動きに変化はありますか？ Q. 【自治体対象】二地域居住に活用できる施設・資源があれば教え
てください。

Q. 【自治体対象】二地域居住者の“なりわい”に活用できるサービス
はありますか？

Q. 【自治体対象】二地域居住者が参加しやすいコミュニティ・地域
団体はありますか？



Q. 【自治体対象】二地域居住者が活用できる交通サービスはありま
すか？

Q. 【自治体対象】空き家（住宅）向けの補助制度はありますか？

Q. 【自治体対象】空き店舗や起業向けの補助制度はありますか？ Q. 【自治体対象】交通費補助制度はありますか？



Q. あなたの団体が活動する地域において、（願望ではなく）客観的
に見て、来訪の可能性があるのはどの層ですか？

Q. （可能性に関わらず）戦略として、特に呼び込みたいターゲット
は誰ですか？

Q. あなたの団体が活動する地域として「どこから」二地域居住者に
来てほしいと考えていますか？

Q. 今後、交通費や滞在費などの支援（実証事業含む）を行う場合、
二地域居住者として認定するには「どの程度の滞在頻度」を要件と
すべきと考えますか？



Q. 支援対象とする二地域居住者に、地域活動への参加（自治会活動、
ボランティアなど）を要件として求めるべきと考えますか？

Q. もし地域活動への参加を求める場合、あなたの団体が活動する地
域として「受け入れやすく、参加ハードルが低い」と考えられる活
動は何ですか？

Q. もし地域活動への参加を求める場合、あなたの団体が活動する地
域として課題となることは何ですか？

Q. あなたの団体が活動する地域で二地域居住（特定居住）が進まな
い、またはハードルとなっている「課題」は何だと感じますか？
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Q1：二地域居住者として来てほしい人や、実際に来ている人について

1. 今、実際に来ている二地域居住の方は、どんな人が多いですか？（年齢感、仕事、家族、滞在の仕方）

● 50〜60代の男性が中心。町内に別荘を所有し、桜や夏のシーズンに滞在する。若年層やテレワーカーは少ない。
また、2月の川津桜のイベント期間中は、屋台が出店するため、アパートなどが埋まり、出店者が1ヶ月間滞在するケー
スがある。（河津町）

● リタイア世代の男性がボリュームゾーン。コロナ禍で一時増えた若年層は出社回帰で減少傾向。（三島信用金庫）

● 棚田保存活動に関わる元オーナー夫妻や、自転車愛好家の30代夫婦など、特定の目的を持つ層。（松崎町）
● 地域おこし協力隊OBやその周辺の40代前後。（so-an）
● 鉄道がなく不便なため、「静かに過ごしたい」「農業や自然の中で暮らしたい」「人とそんなに出会いたくない」とい

う層。（南伊豆町）

● ワーケーション層、デジタルノマド。（下田市）

1. 一方で、これから二地域居住者として『来てほしい』のはどんな人ですか？また、そのような人たちを呼ぶにはどうすればい

いと思いますか？

● 若い世代。交通費補助よりも、ポイント制度などを活用した「地域活動への貢献」を促す仕組みが有効。（松崎町）

● 完全移住につながる層。二地域居住特化イベントは難しいため、既存の移住定住施策と絡める。（河津町）

● 「ゼロイチ（新規事業）」に挑戦したい人。それを実現できるプラットフォームが必要。（so-an）
● 都市部の人間がなぜ不便な賀茂地域に拠点を持ちたいのか、その「動機」が現場からは見えにくく、効果的な誘致策が

打てていない（東伊豆町）。

● シェアハウスと、地域課題解決のプロ、コミュニティマネージャーを組織化し、二地域居住者を地域に接続する重層的

な仕組みを構築中。（下田市）



1. アンケートでは、空き家・住まいの相談に取り組んでいる団体が多かった一方で、使える物件が足りないという声も多かった
です。現場で、物件が足りない一番の理由は何だと思いますか？

● ほぼ全団体からの共通の回答
○ 「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思われたくない」という意識が強い。
○ 「盆暮れ正月には親族が集まる」「仏壇がある」「片付け（残置物）が面倒」という理由で、空き家のまま放

置（塩漬け）される。
● 最大の壁は「残置物」と「賃貸への心理的不安（知らない人に貸したくない）」。家が老朽化する前に不動産会社へつ

なぐ啓蒙が必要。（静岡銀行）
● 「貸したくない」「片付けが面倒」で止まっている。空き家バンクの利用条件に「住民票の異動」が必須となっており、

二地域居住希望者が制度を使えないケースがある。（河津町）
● 地域内に「安く貸すと相場が崩れると怒られる」という圧力があり、家賃が下がらず流動しない。（松崎町）
● 稼働している不動産業者が少なく、仲介機能が弱い。別荘地は、建物だけでなく道路や水道などのインフラも老朽化し

ており、購入しても維持費が莫大になるケースがある。（西伊豆町）

1. 現実的にできそうな解決策はありますか？

● （住まいではなく、なりわい作りの実例として）オーナーの不安解消のため、信金や地元企業が間に入って借り上げ、
転貸（サブリース）する仕組みが有効（西伊豆未来デザインコンテスト等）。（三島信用金庫）

● 「信頼関係」があれば物件は出るため、空き家自体は課題ではない。（so-an）
● 行政職員だけでは限界。宅建知識を持ち外部と連携できる「プロデュース人材」が必要。（東伊豆町）
● ただ待つのではなく、課税強化など「持っていること自体を負担にさせる」ような強い施策も必要ではないか。（南伊

豆編集室）

空き家や住まいの課題



1. 二次交通の不便は具体的にどの場面で困りますか？（駅から、買い物、子どもの送迎など）

また、今ある手段（バス、レンタカー等）で足りない部分は何ですか？

● 二次交通が脆弱で、自家用車がないと生活できない。（河津町）

● 高齢化と事業者撤退により、地域住民の足も含めて危機的状況。（東伊豆町）

● 「鉄道の有無」が、東側（東伊豆・河津）と西側（松崎・西伊豆）の二地域居住の性質を大きく分けている。（三島信

用金庫）

1. 補助金を出す以外で、現実的にできそうな解決策はありますか？

● うさぎ企画：観光・二地域居住者専用ではなく、地域住民の「日常の足（通院・買い物）」とセットで混載・シェアす

る視点が不可欠。（うさぎ企画）

● 松崎町：行政のリソースに限りがあるため、広域連携は効果が見込める「交通」分野などに絞って行うべき。（松崎

町）

● 地域の高齢者向けの取り組みとしてバス廃止地域において、社協と住民が連携し、自家用車での送迎を行う仕組み（西

伊豆町・大沢里お助け隊）が稼働。行政サービスではなく住民の善意（共助）で維持されている。

● 東伊豆町「ノッカル」など、地域住民の車を活用するライドシェアの実証実験が行われている。（東伊豆町）

Q3：移動（二次交通）と費用の壁



● 外から来る人を受け入れる上で、住民側が不安に思うポイントは何ですか？

● 管理組合のある別荘地ではなく、一般集落内の空き家を購入した層との間でトラブル（ゴミ出しルール違反、自治会費

未払い、草木の越境、災害時の連絡不通）が顕在化している。（西伊豆町）

● 地域住民側に「よそ者」を受け入れる心理的ハードルがある。（東伊豆町）

● トラブルを避けるために、最低限決めておいた方がいいルールは何ですか？また、受け入れがうまくいった事例があれば教え

てください。

● 「イーストドック」のような拠点が、二地域居住者と地域をつなぐハブとして機能している。（三島信用金庫）

● まずはルールの周知や管理体制の構築が最優先。（西伊豆町）

Q4：地域の受け入れ（住民理解・コミュニティ）



Q5：二地域居住者の認定・要件

二地域居住者として認定する際に、どの程度の滞在頻度を要件とすべきかについて、理由を教えてください。また、二地域居住者に

地域活動の参加を求める場合の具体的な課題について教えてください。

● 滞在頻度だけでなく、地域活動への参加を重視したい。（松崎町）

● そもそも誰が来ているかの実態把握自体ができていない。（西伊豆町）



【団体別の質問】自治体（1市5町）

1. 二地域居住者を増やす上で、町として“できること／できないこと”の線引きはどこですか？

● 「町民サービス最優先」。住民票を移さない人への支援は優先度が低い。（河津町）

● トラブル対応に追われており、新規事業には消極的。（西伊豆町）

● 国の認定申請にも意欲的だが、職員の異動があるため継続性に課題。（松崎町）

● 受け入れ土壌はあるが、現場リソース（2名体制）が不足。（東伊豆町）

1. 県に求めることは何ですか？

● 市町の枠を超えて継続的に動ける「賀茂地域専任の広域コーディネーター」の配置。（松崎町）

● 自治体単独では難しい、広域的な情報発信やツアー造成。（河津町）



【団体別の質問】民間・NPO

来てほしい人が来ない理由を、現場の言葉で言うと何ですか？また、県にお願いしたいことはありますか？

● 県と町で施策に対する温度感が乖離しており、町が身構えてしまうことを懸念したことがある。「既存業務に組み込

む」形でないと持続しない。（so-an）
● 関係人口から定住への循環を作るには、つなぎ役の「コミュニティマネージャー」が職業として稼げるようになること

が重要。（local is beat）



【団体別の質問】金融

1. 二拠点（定住前提じゃない）だと、融資や支援はどこで難しくなりますか？

● 物件購入のための一般的なローンについては、移住専用ローンもあるためハードルは高くない。一方で、非居住者が物件を購入し、

それを第三者に賃貸して収益を得る「事業性の融資」は非常に厳しく審査されると指摘しました。理由としては、事業がうまくい

かなかった際のリスクを銀行が負うことになり、担保も取りにくい地方の物件では金利が高くなる傾向があるため。

また、小規模な事業（例：花屋やラーメン屋など）の支援については、地方銀行ではあまり積極的にできていない。（静岡銀行）

1. 条件が揃えば支援できる形はありますか？また、事業承継や小さな起業と二地域居住をつなげるなら、金融機関ができる役割は何ですか？

● 「地域の人事部」機能。事業承継や人材マッチングから二地域居住につなげるアプローチ。（三島信用金庫）

● 公的機関や日本政策金融公庫などを紹介する 「つなぎ役」として機能している。（静岡銀行）

1. 県へお願いしたいことはありますか？

● 東京一極集中是正のための、自治体単独ではできない大胆なプロモーションを県・国主導で行ってほしい。（静岡銀行）
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【深掘り課題①】鉄道の有無と二次交通手段の減少

エリアによる分断

● 鉄道がある東側（熱海〜下田）と、ない西側（南伊豆・松崎・西伊豆）でハードルが大きく異なる。

公共交通の衰退

● バス減便、タクシー事業者の撤退・時短営業（夕方5時終了等）により、車なしでの生活は困難。

現場の対応

● 自治体単独での交通費補助等は財政的に持続不可能との認識。



【深掘り課題②】住まい・空き家の「流通不全」の実態

アンケートの裏側（なぜ物件が出ないのか）

● 心理的障壁：「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思われたくない（世間体）」。

● 所有者の事情：「仏壇がある」「盆暮れ正月には親族が集まるため貸せない」「片付けが面倒」。

● 制度の壁：空き家バンク利用に「住民票異動」が必須の自治体があり、二地域居住者が使えない（河津町）。

● 市場原理の不全：仲介手数料が安いため不動産業者が動かない。また、地域独自の圧力で賃料が下がらないケースも（松崎

町）。



【深掘り課題②】トラブルの発生状況と懸念

トラブルの実例（西伊豆町ほか）：

● ゴミ出し：別荘地ではなく一般集落内の空き家を購入した層が、自治会に入らずゴミステーションを利用しトラブル化。

● 管理不全：台風時に屋根が飛んでも所有者と連絡がつかず、役場に対応が来る。

● 所有者の変化：外国人所有者が増え、意思疎通やルール遵守が困難なケースが発生（河津町）。

現場の認識:

● 「数」を追うことへの警戒感が強い。トラブル防止のため、地域リテラシーのある「質の高い」層との関係構築を優先したい

意向。



【深掘り課題④】行政・支援側のリソースと役割

● 現場の疲弊:
○ 担当課の人員削減（例：2名体制）の中で、移住・空き家・協力隊・新施設対応等を兼務。「これ以上の新規施策は手

が回らない」（東伊豆町）。

○ 国の「ブーム（移住→関係人口→二地域居住）」に振り回されることへの懸念。
● 県への要望:

○ 広域プロモーション：自治体単独では不可能な首都圏でのPR・拠点づくり。
○ コーディネーター：市町の枠を超えて動ける専任人材の配置。

○ 情報発信のハブ化：「伊豆半島」としてのブランド発信。
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大沢里（おおそうり）お助け隊（西伊豆町）

● バスの通らない山間部にて、社会福祉協議会と住民が連携し、

自家用車で高齢者を送迎する有償ボランティア等の仕組みを自律的に運用。

● 公共交通に頼らない、地域互助による移動手段の可能性。

ノッカルひがしいず（東伊豆町）

● 住民ドライバーのマイカーに「乗っかる」共助型の乗り合い交通。

● 利用チケットで支払い（100円券の綴りを役場などで販売）。

河津ザクライド（河津町）

● 津町全域で実施（料金は距離帯で設定）した、許可・登録不要型の「共助版ライドシェア」

（地域の助け合いで夜間移動を支援）

● 河津町で夕方以降にタクシーが少ない課題への対応。飲食店・宿泊利用者の移動などを想定。

【事例①】交通空白地における「住民共助の移動」、ライドシェ
ア



【事例②】キーマンによる集客とコミュニティ形成

IZUポイント（IZU POINT）

● 地域内の「誰かのために何かをした」「地域に貢献した」行動を評価する
サンクスポイント制度（感謝・貢献の可視化）で、地域価値として循環させる
仕組み。

● 地域の清掃活動、イベント手伝い、レビュー投稿、子ども支援などの
貢献活動に参加すると付与される。

● ポイントの使い道：現金換金や売買ではなく、地域内の
体験・サービスと交換（例：地域ならではの飲食、余り枠の宿泊、体験など）。

● LINE公式アカウントを友だち追加して参加・管理。

コミュニティマネージャー付きシェアハウス

○ 市内で約11軒のシェアハウスを運営。単身者、二地域居住者、移住希望者などが居住。
○ 各シェアハウスや拠点には、「コミュニティマネージャー」と呼ばれる管理人が介在。
○ マネージャーは、ゴミ出し等のルール管理だけでなく、入居者を地元のキーマンに紹介したり、

地域イベントへ誘ったりと、「地域への接続役」として機能。



【事例③】コミュニティ機能のあるコワーキングスペース

EAST DOCK（東伊豆町）

「“港”からプロジェクトが生まれる。二地域居住者と地元をつなぐハブ拠点」

● 概要：2019年、稲取港の遊覧船待合所（町所有）をリノベーションして
開業したシェアスペース。「港」をコンセプトに、コワーキング、カフェ、
シェアオフィス機能を備える。

● 運営体制：地元で活動する合同会社so-anや株式会社micro development、
NPO法人ローカルデザインネットワークなどが連携して運営。
行政施設を民間プレイヤーが使いこなす公民連携モデル。

● 主な機能・活動
○ 仕事・交流の拠点：海を一望できるワークスペースとして、

テレワークやワーケーション、企業合宿などに利用される。
○ プロジェクト創出：「ひとづくり・ことづくり・ものづくり」を掲げ、

ここを起点に「東伊豆未来会議」や学生のフィールドワーク、
新規事業（マイクロデベロップメント）が多数生まれている。

● ポイント：単なる場所貸しではなく、「ここに行けばキーマンに会える」
という信頼とコミュニティのハブになっており、二地域居住者が地域へ
溶け込むための玄関口（関わり代）として機能している。



【事例④】学生・関係人口の巻き込み

学生団体IVUSA × 西伊豆町
● 概要：2013年の災害ボランティアを契機に連携を開始。大学生のマンパワーと

機動力を活かし、地域課題の解決に取り組む。

● 主な活動

○ 災害復旧・環境保全：台風後の流木撤去や海岸清掃を住民と協働で実施。

○ 耕作放棄地の再生：「あめみや農園」での野菜栽培や特産品開発（ヤーコン等）。

○ 観光振興：学生視点でのモニターツアー参加や魅力発信。

● ポイント：単なる労働力提供を超え、学生にとって西伊豆が「第2の故郷」となる
深い関係性を構築。

田舎留学（南伊豆町 × 早稲田大学）
「“お客さん”扱いしない。住まずとも町の一員になる関係人口」

● 概要：早稲田大学の学生提案を町長が採用し事業化。学生主体の事務局が企画・運営・広報を一貫して担う。

● 主な活動

○ 第1弾「つながる」：農林漁業や宿の手伝い、小中学校での授業、
共同生活を通じた「生活者」体験（1週間）。

○ 第2弾「ふかめる」：桜まつりの運営支援など、より踏み込んだ地域課題解決への参画。
● ポイント：観光ではなく「生活と労働」に入り込むことで、

継続的かつ深い関わり（関係人口）を創出している。



【事例⑤】東京と地元の双方でのイベント開催

都市部と地域を結ぶ「2拠点生活」を提案するプログラム（松崎町）

● 「松崎町第二のふるさとコンソーシアム」が12月から1月にかけて町内と
東京の両方イベントを開催。

● 東京セミナー： 実際に2拠点生活を送る夫婦が登壇。アウトドアを楽しみながら
「時間の使い方が劇的に変わった」というリアルな体験談をシェア

● 体験ツアー： 観光ではなく「生活者」の目線で町を巡り、空き家の見学や
地元農家さんとの「餅つき交流会」も開催。
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調査結果の総括

1. 物件の「質的」ミスマッチ：空き家バンク等の「器」はあるが、市場に出ない物件（心理的・物理的要因）がボトルネック。

信頼を介在させる仲介機能（サブリース等）が必要。

2. ターゲットの再考：「若者・起業家」を望むが、実態は「シニア・別荘層」。地域の受入許容度（トラブル懸念）を踏まえた、

数より「質（関係性）」重視の戦略が必要。

3. 役割分担の明確化：現場（市町）はリソース不足。県には「制度設計」よりも、広域的な「プロモーション」「移動インフラ

整備」「広域コーディネーター配置」といった、基礎自治体では担えない補完機能が求められている。



二地域居住を希望・実行する者と地域の人材ニーズとのマッチングや、空き家を活
用した住環境の提供等を行う人材・組織の育成・確保を図る。この際、広域型と
地域密着型の両類型に対応し、それぞれの特性に応じた柔軟な取組を支援する。
＜取組の内容例＞
「広域」 ： 都市部の二地域居住者ニーズと受入地域側ニーズのマッチング

イベント、Webシステム整備等
「地域密着」： 受入地域内のニーズ整理や調整のための

コミュニティ接続イベント、コンシェルジュ機能強化等

地方への人の流れの創出・拡大が図られ、地域が活性化

二地域居住促進のための中長期的な課題の解決に資する交通事業者、不動産
会社等の民間事業者や自治体等によるハード・ソフト一体的な実証モデル事業の
実施を支援する。
＜取組の内容例＞

自治体等による二地域居住者への証明
住まいの滞在費や地域間の移動に伴う長距離交通費の定額化・低廉化
保育園、学校等に関する子育て・教育環境の整備
空き家の改修やテレワーク拠点施設等の整備 等

二地域居住の促進に向けた先導的な施策の実装（当初・補正）

○ 二地域居住の促進に向けて、二地域居住者と地域を繋ぐコーディネーターの役割を果たす中間支援組織の育成・確保を図るとともに、
二地域居住者の負担軽減や生活環境の整備等といった中長期的な課題の解決に向けたモデル的な取組を支援する。併せて、官民
連携の核となる官民共創のプラットフォームの機能強化や、二地域居住を含む関係人口の実態把握のための調査を実施し、加えて、
二地域居住者の受入れの基盤の構築に資する地域生活圏の形成支援を進める。

※骨太方針2025（抜粋）
・地域との関わり方等に応じて関係人口の類型化を行い、それぞれの類型に応じて、二地域居住等の推進や若者・女性の地域交流の促進、ふるさと納税の活用といった施策を展開する。
・関係人口の拡大や二地域居住の促進に向け、ふるさと住民登録制度の創設、第２のふるさとづくり・ワーケーション推進や交流・基盤施設整備、中間支援組織によるマッチング支援を進める。
・持続可能な国土形成に向け、地域生活圏を基本として、各種サービス機能の集約拠点の形成と国土全体の連結強化を進め、コンパクト・プラス・ネットワークの取組を深化・発展させる。

支援の内容

官民共創を加速・恒常化し、プラットフォーム機能を強化。自治体と事業者のマッチ
ングや事例共有、課題協議の場の運営を支援する。

全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム構築対策（補正）

地域間の移動費のサブスク 空き家の改修（お試し居住施設） コワーキングスペース

特定居住支援法人によるマッチングの支援（当初・補正）

関係人口の拡大・深化に関する調査・検討（当初）

二地域居住の促進についての予算概要

地域生活圏の形成支援（当初・補正）

地域生活圏に係る先導的な取組や人材育成を支援
し、多様なステークホルダーから構成される主体の育成
を図る。また、資金や人材の呼び込みに向けた環境整
備を行う。

＜取組の内容例＞
官民連携主体によるビジョンや事業計画の検討、実証調査
に対する支援 等 関係人口の実態を把握し、インパクト測定事例等を示す調査を実施。

令和７年度補正予算：６００百万円
令和８年度予算案：３９百万円
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○令和６年、二地域居住を促進するための活動や調査を行う法人（特定居住支援法人）の市町村による指定制度が創設。
○この法人には、特に、二地域居住希望者と地域の人材ニーズのマッチングや、空き家など生活環境の提供を調整する役割が期待されている。
○特定居住支援法人の取組について、モデルとなるものの構築を支援し、指定拡大や取組内容の充実を後押しするもの。
〇都道府県をまたぐもの、全国的な法人によるもの等の広域にわたるものから、地域密着の取組まで幅広い態様に応じた支援を行う。

二地域居住先において安心して生活できる受入れ体制を構築することで、二地域居住を通じた新たな人の流れを創出・拡大

特定居住支援法人二地域居住希望者

人と地域をつなぐ仕組みを構築

地域

【目的】地
域
密
着
型

【取組例】

・地域ニーズの収集・整理
・二地域居住希望者と地域住民との交流
・地域案内・生活サポート等の人材育成
・空き家改修支援の体制整備

・地域内求人情報の集約・発信
・受入体制のガイドライン策定
・地域の農業・文化の体験イベントの実施
・相談・交流の場の設置によるコミュニティ形成

地域における二地域居住者へのニーズを丁寧に整理・
分析し、空き家活用等の住環境整備、二地域居住者
向けのなりわい提供、コミュニティ形成を通じて二地域居
住者の定着を支援し、地域の活性化と持続可能な暮
らしの基盤を構築する。

【目的】
広
域
型

【取組例】
・Webマッチングプラットフォーム構築
・都市部での説明会・交流イベント開催
・オンライン相談窓口設置
・二地域居住モデル事例の発信

・都市部企業との連携促進
・空き家情報等のデータ整備・提供
・地域体験プログラムのパッケージ化
・マッチングイベント開催、潜在層発掘

都市部の二地域居住希望者と受入地域のニーズをマッ
チングし、Webプラットフォームや交流イベント等を通じて、
潜在的な希望者を掘り起こし、情報発信・相談支援等
を行うことで、広域的なネットワークにより多様な選択肢
を提供する。

○特定居住支援法人の指定及び全国二地域居
住等促進官民ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑへの参画が要件

取組例

特定居住支援法人モデル構築実証調査
（特定居住支援法人によるマッチングの支援）



二地域居住者の負担の軽減や二地域居住先の居住環境の整備等への一体的な支援を通じて、対策の効果が相乗的に発揮されることにより、二
地域居住者が増加し、新たな人の流れの創出・拡大が図られ、地域の活性化につながる。

〇二地域居住等の促進にあたる様々な課題解決に向けて、官民連携による持続的な取組モデルの構築を図っていく必要がある。
〇特に、二地域居住の負担軽減を持続的に図っていく仕組みづくりや、ふるさと住民登録制度とも連携した取組、事前防災等の災害対策にも資
する取組等の先導的なプロジェクトを実証・実装し、その課題や効果・影響等を検証することにより、課題の解決に資する対策や取組等の実装を
支援する。

・中長期的に検討すべき課題の解決のため、交通事業者、不動産会社等の民間事業者や自治体が実施する実証的なモデル事業をハード・ソフト両面からパッ
ケージで支援する。
・二地域居住の様々な課題について、先導的なモデルとなる官民連携のプロジェクトを支援するもの。特に、下記テーマについては重点的な対象として評価。

中長期的な課題の解決に向けたパッケージプロジェクトへの支援

【支援対象経費】
・調査検討に要する経費
中長期的な課題の解決に向けた実施計画策定・コンソーシアム運営、広報・広
告、関係者の意見交換・合意形成、実施体制・仕組みの構築等の検討経費

※交通運賃、宿泊費等、利用者への直接的な補助は除く
・実証実施に要する経費
中長期的な課題の解決に向けた交通定額化や二地域居住証明等に必要なシ
ステム等の整備・改修、区域外教育・保育の円滑運用の実証、二次交通の確保、
お試し居住施設の整備、コワーキングスペースの整備等に要する経費

【補助率】
・調査検討に要する経費

定額
・実証実施に要する経費

１／２

【事業主体】
・地方公共団体と民間事業者等とのコンソーシアム
※実施地方公共団体による特定居住促進計画の策定及び特定居住支援法人の指定は必須

【特定テーマ】 ・二地域居住者の負担軽減のための持続可能な取組 ・ふるさと住民登録制度との連携に向けた取組 ・事前防災等の災害対策に資する取組

【支援の前提となる要件】
・核となる自治体に特定居住促進計画があり、かつ核となる民間法人が特定居住支援法人に指定されていること（案段階でも事業実施までの策定・指定でも可。）
・官民双方の核となる主体が全国二地域居住等官民連携プラットフォームに参画していること

二地域居住先導的プロジェクト実装事業
（二地域居住の促進に向けた先導的な施策の実装）



二地域居住促進のための主な予算（R８年度予算案）

R8予算案主な対象者内容予算（項目）分野

5,900百万円市町村、NPO・民間事業者等

二地域居住の促進に資する取組について重点的に支援

空き家対策総合支援事業

住まい 空き家再生等推進事業（社会資本整備総合
交付金）

社会資本整備総合交付金
459,693 百万円の内数

都道府県・市町村

45百万円市町村・特定居住支援法人
特定居住促進計画区域内でのコワーキングスペース等の
整備に対する個別補助を創設（R6年度より）

地方移住促進テレワーク拠点施設整備支援
事業

なりわい
（仕事）
コミュニ

ティ 289百万円民間事業者等
支援要件の一つとして特定居住支援法人の取組であるこ
とを追加（R7年度より）

地域の人事部支援事業（経産省）

社会資本整備総合交付金
459,693百万円の内数

都道府県（複数都道府県の連携要
件を緩和、特定居住促進計画への
位置付け等は必須）

二地域居住の促進に関する活動を通じた、民間等による
二地域居住に資する拠点施設の整備等と一体的に周辺の
基盤整備等を重点的に支援

広域連携事業（社会資本整備総合交付金）

インフラ

332百万円都道府県、特別区及び市町村
特定居住促進計画に位置づけられた基盤整備の概略設計
等について重点的に支援

官民連携基盤整備推進調査費

300百万円※都道府県、市町村、DMO等特定居住促進計画に関連した申請案件について連携第２のふるさとづくりプロジェクト観光

地域公共交通確保維持改善
事業等20,560百万円の内数

都道府県、市町村、民間事業者等特定居住促進計画に関連した申請案件について連携
「交通空白」の解消等に向けた地域交通の
リ・デザインの全面展開 

地域交通

160,000百万円の内数都道府県、市町村二地域居住の促進に資する取組について重点的に支援
地域未来交付金（地域未来推進型）（内閣
府）

地方創生

7,045百万円の内数都道府県、市町村、民間事業者等特定居住促進計画区域内における取組を重点的に支援

農山漁村振興交付金（農水省）
• 地域資源活用価値創出対策
• 中山間地農業推進対策のうち農村RMO

形成推進事業
• 都市農業機能発揮対策

農山漁村

5,500百万円の内数都道府県、市町村
要件の一つとして特定居住促進計画に基づく二地域居住
者等を追加（R7年度より）

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金
（内閣府総合海洋政策推進事務局）

離島
社会資本整備総合交付金
459,693 百万円の内数

都道府県・市町村二地域居住の促進に資する取組について重点的に支援
離島広域活性化事業（社会資本整備総合交
付金）

※観光庁の「第２のふるさとづくりプロジェクト」は、R７補正予算にて予算措置



ふるさと住民登録制度モデル事業

○ 全国自治体の取組の参考となる事例を創出するとともに、アプリの利便性等の実証を行うため、
アプリの正式リリースに先立ち、関係人口施策への取組状況や人口規模等に応じたモデル事業を実施。

事業イメージ

✓ 取組内容やアプリを活用した
事務の流れ等を整理
✓ 必要に応じ実証結果をアプリ
の機能等に反映
✓ ガイドラインや全国説明会にて
周知を図り、好事例を横展開

R７補正予算：3.5億円（総務省予算）

地域課題の
把握・整理

発信
コンテンツの
検討

プレミアム
登録要件
の検討

STEP1：取組内容の検討 STEP２：ふるさと住民アプリで実証

自治体 ゆかりのある人・
関心のある人

✓ 魅力の発信
✓ 担い手の募集
✓ サポート施策の実施

✓ 情報の閲覧
✓ 担い手活動へ参加
✓ サポート施策の享受

STEP３：効果検証・横展開

【対象自治体】
＜タイプA：先行型＞ 先行して関係人口施策を進めている自治体
＜タイプB：後発型＞ これまで関係人口施策に取り組んでいない自治体
＜タイプC：広域型＞ 都道府県と市町村で連携して取組を進める自治体

関係深化
の取組の
検討

（※）事業途中においても進捗
状況等を周知。

サポート
施策の
検討

人口規模や地域の
バランス等に配慮し、

計10～20団体程度選定
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広域専門部会
①基本事項
・部会名：広域専門部会
・メインテーマ：広域二地域居住推進における現状把握と課題把握および制度設計
・当初メンバー（官）：静岡県等
・当初メンバー（民）：ミテモ、JR東日本等
・事務局：ミテモ株式会社
・関係省庁：国土交通省
②現状の課題：特定居住推進計画は市町村単位で策定されるため、広域の生活圏や産業圏の動きとは十分に対応しきれていない側
面がある。そのため、広域連携や県レベルでの施策調整が進めにくく、支援法人が広域的に活動する際には複数指定などの手続き
負担が生じやすい。二地域居住者にとっては、特定の自治体だけでなく、市町村を超えたエリアでの価値を得にくい現状がある。
③主な論点：広域二地域居住の現状とニーズを整理し、現行制度が抱える制約や運用上の課題を明らかにする。その上で、広域化
が地域・産業・住民にもたらす価値を再定義し、広域モデルの方向性を検討し、最終的に、どのような制度設計・認定スキーム・
役割分担が必要かを議論する。
④目指すゴールのイメージ：広域二地域居住という新たな視点を提示し、広域連携を可能にする仕組みや制度の改善方向を整理し
たうえで、モデルケースとして提示する。官民が継続的に協働し、広域二地域居住の実装に向けた基盤づくりを進める。
⑤スケジュール 原則オンラインMTGを想定するが、オフラインの集中検討会も適宜検討する

Phase.1
2026年1月～2026年6月

Phase.2
2026年7月～2027年12月

Phase.3
2027年12月～2028年6月

• 広域二地域居住の現状と課題の整理
• 広域二地域居住が生む新たな価値
• 制度、仕組上の課題の整理と提言

• 広域二地域居住の調査(実態および制度適
用性）

• 制度、仕組上の課題解決方法のプロトタイピ
ング（検証、ガイドライン作成等を想定）

• 広域二地域居住の制度実装の具体化

都道府県視点での広域二地域居住キックオフ 広域二地域居住の課題と展望（都道府県）① 2026/1

地域視点での広域二地域居住広域二地域居住の課題と展望（地域金融機関）② 2026/2

支援法人視点での広域二地域居住広域二地域居住の課題と展望（交通事業者、広域支援法人）③ 2026/3

取りまとめと提言の方向性議論横断的議論による課題と展望の整理④ 2026/4

中間とりまとめ制度、仕組上の議論⑤ 2026/5

実行計画次期に向けた議論と方向性⑥ 2026/6

内容 アウトプット
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地域づくり人材を活用した

介護人材確保モデル事業について

令和８年２月９日

静岡県健康福祉部介護保険課
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特定地域づくり事業協同組合

地域づくり人材を活用した介護人材確保モデル事業

2

　介護人材等の確保が特に困難な賀茂地域において、介護分野への多様な人材層の参入を促進するため、
介護未経験者と介護事業所のマッチングを行うとともに、地域における業種横断型の人材確保の仕組み
の構築を支援し、賀茂地域の介護人材の確保を図る。

介護未経験者等マッチング機能強化モデル事業 特定地域づくり事業協同組合制度の活用

 介護未経験者等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護事業所

　　　　　　 　求職　　　　　　　　　　　　 　 求人

　　　　　　　　　　 　　　  　
　　　　　　　　募集　　　　　　　　　　　　　募集・業務切出し支援

マッチング
システム

(株)SKILLPORT

提供

　介護未経験者等と介護事業所のマッチング機能を

構築する。

　特定地域づくり事業協同組合制度の普及･啓発

を行う。



地域づくり人材を活用した介護人材確保モデル事業

3



介護未経験者等マッチング機能強化モデル事業

4

１．目　的
　　介護分野への多様な人材層の参入を促進するため、介護事業所における新たな人材確保の仕組みを構築
　し、介護未経験者等※と短期・短時間の業務とのマッチングを行う

２．概　要
　　賀茂地域をモデル地域に選定し、地域の事業者等と連携し、介護未経験者が行うことのできる介護現場
　の周辺業務を切り出した上で、マッチングを行う
　　マッチングを行うにあたり、株式会社ＳＫＩＬＬＰＯＲＴの「SKILLPORT WAVE」を活用して、介護未経験者
　等※の心理的ハードルを下げる

 　※介護未経験者等とは介護事業所での勤務経験のない方や、介護の資格を持っていない方、勤務経験や資格は有しているが、 現在
　　　 介護事業所で勤務していない方を想定

モデル 
構　築 

委託先 
　株式会社SKILLPORT＜代表取締役社長 藤井 敬久 氏＞ 
　・下田市東本郷にある有料職業紹介事業所 
　・地域密着型の求人マッチングサービスを提供 

業務内容 　希望事業所の募集・業務の切り出し支援、介護未経験者の募集・マッチング　等 

ﾏｯﾁﾝｸﾞ
対象者 　スポットワーク人材（副業希望者、主婦・主夫、シニア層等）、移住者、二地域居住者　等 



介護未経験者等マッチング機能強化モデル事業

5

R7 R8

12月 １月 ２月 ３月

●事業所向け研修会(第１回) ●事業所向け研修会(第２回)

マッチング実施

参加事業所の募集
●

●
スポットワーカーの募集

＜2月５日時点の状況＞

 　・求職者登録数 25人

 　・求人事業所登録数 　５件

 　・マッチング成立数　   １件



特定地域づくり事業協同組合制度の活用

　 「過疎地域へのイノベーション導入事業費（県地域振興課 所管事業）」と連携し、特定地域づくり事業協同
組合制度を活用した業種横断型の人材確保の仕組みを構築する。

委 託 先 
NPO法人伊豆下田共創プラットフォーム＜理事長 浜岡 孝 氏＞ 
・賀茂地域の振興等への寄与を目的とするＮＰＯ法人 
・活動分野は、保健・医療・福祉のほか、社会教育、まちづくり、観光、農山漁村・中山間地域振興など 

支 援 員 　野崎 晃 氏（委託先法人事務局長） 

業務内容 　地域住民、事業者及び市町等と連携し、以下の業務を行う。
　・現状･課題の把握　　・制度周知　　・組合設立の検討の場の企画・運営 

　「過疎地域等政策支援員」を希望する市町に派遣し、過疎地域における外部人材と革新的技術の
活用を支援する

過疎地域へのイノベーション導入事業費

　賀茂地域の実情に精通し、かつ特定地域づくり事業協同組合に関する知識を有する者を、静岡県
過疎地域等政策支援員として委嘱し、特定地域づくり事業協同組合制度の普及･啓発を行う。

6



特定地域づくり事業協同組合制度の活用

7

R7 R8

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

●先行事例（島田市、川根本町）を視察

賀茂地域１市５町へ説明

●事業者向け説明会

現状・課題の情報収集及び制度の周知

＜次第（予定）＞
　・特定地域づくり事業協同組合制度について（県地域振興課）
　・事業協同組合制度について（静岡県中小企業団体中央会）
　・先行事例の紹介（県地域振興課委嘱の政策支援員）

＜参加事業者＞
　１者（2月４日時点）　⇒　現在、地域の事業者へ声掛けを実施中...
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二地域居住賀茂地域
広域連携モデル検討業務

アンケート及びヒアリング調査結果のまとめ

2026年３月13日
静岡県
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【調査概要】調査の背景と目的

二地域居住に関する地域の共通課題に対し市町の枠を越えて解決を図る「広域連携モデル」の構築を行い、現場の実態と潜在的な課題を明ら

かにする。

4

１. 調査の背景：国の動向・県の方向性・地域の課題

２. 本業務の目的

①現状認識の可視化 ②実態の深掘り ③連携のアイデアの発見

● 国の動向

     ・地方への人の流れを創出・拡大するため、国は令和6年度に「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」を改正し、 
       二地域居住を推進している。

● 県の方向性

     ・静岡県においても、首都圏から近く観光資源が豊かな賀茂地域（1市5町）を重点エリアとし、二地域居住を積極的に推進している。

● 地域の課題

　   ・賀茂地域では「移動負担（二次交通）」や「空き家の利活用・流通不全」といった、単独自治体では解決が困難な共通課題が存在している。



• 自治体：　　下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、西伊豆町、松崎町

• 民間団体：　株式会社静岡銀行、三島信用金庫、合同会社うさぎ企画、株式会社アドレス

【調査概要】賀茂広域連携プラットフォーム

5

国の法改正を受け、賀茂地域への人の流れを創出・拡大するため、移動負担の軽減や空き家の

利活用といった共通課題に対し、市町の枠を越えた連携モデルを構築する。

活動
内容

参加
団体

開催日程 議題

第１回

（11月12日）

二地域居住の推進に向けた静岡県の取組説明【静岡県企画課】｜本事業（広域連携モデル事業）の概要およ

び調査協力依頼【株式会社アドレス】｜ICOIプロジェクトについて【静岡県新産業集積課】｜那須町の視察結果

【静岡県東部地域局】

第２回

（12月22日）

本事業中間報告【株式会社アドレス】｜賀茂地域の取組について【下田市産業振興課・松崎町企画観光課・静

岡県企画課】｜他地域の取組について【合同会社うさぎ企画】｜県のライドシェアの取組について【静岡県地域

交通課】

第３回

（２月９日）

本事業中間報告【株式会社アドレス】｜次年度の国の二地域居住関連補助事業について【静岡県企画課】｜賀

茂地域の取組について【松崎町企画観光課・静岡県介護保険課】｜他地域の取組について【川根本町】



【調査概要】アンケート・ヒアリング集計

• 期間：2025年12月９日 〜12月22日

• 対象：賀茂地域１市５町担当課、民間団体（民間事業者、NPO等）

• 実績：回答数 23件（自治体：６、民間団体：17）

6

1. アンケート調査

• 期間：2026年１月〜２月

• 対象：１市５町担当課、民間団体（交通、不動産、地域づくり、金融）

• 方法：現地訪問およびオンラインによる深掘り調査

2. ヒアリング調査
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アンケート回答団体一覧

8

属性 アンケート実施団体 所在地

自治体

下田市産業振興課 下田市

東伊豆町企画調整課 東伊豆町

河津町企画調整課 河津町

南伊豆町企画課 南伊豆町

松崎町企画観光課 松崎町

西伊豆町まちづくり戦略課 西伊豆町

属性 アンケート実施団体 所在地

民間団体

NPO法人伊豆の田舎暮らし夢支援センター 河津町

手むすびの会 河津町

NPO法人伊豆未来塾 南伊豆町

東伊豆ECOツーリズム協議会 東伊豆町

NPO法人伊豆in賀茂６ 下田市

松崎町移住定住促進協議会 松崎町

一般社団法人南伊豆編集室 南伊豆町

株式会社micro development 東伊豆町

合同会社so-an 東伊豆町

合同会社うさぎ企画 長泉町

NPO法人りらいず 西伊豆町

ELENTO合同会社 下田市

IZUとDAO合同会社 下田市

合同会社 local is beat 下田市

株式会社静岡銀行 静岡市

三島信用金庫 三島市

一般社団法人美しい伊豆創造センター 伊豆市

アンケートに回答した自治体・民間の団体は

表の通り。



アンケート回答詳細

9

Q１：あなたの所属団体はどちらですか？（単一回答）

回収した構成比は、

「自治体：民間団体＝１：３」だった。

民間事業者の声を多く反映した調査結果となって

いる。

n＝23



10

Q２：現在、二地域居住者や関係人口との関わり（受け入れ、イベント実施、相談対応等）の状況

について、あてはまるものをお選びください。（単一回答）

全体の約７割（16件）が「継続的に取り組んでいる」と回答した。特に民間団体は17団体中12団体が積極的で

ある一方、自治体では「今後取り組みたい」「予定なし」という回答もあり、温度差が見られる。

n＝23



11

Q３：Q２で「継続的に取り組んでいる」「スポット的・不定期に取り組んでいる」と回答した方にお

伺いします。主な関わりの内容をお選びください。（複数回答）

「空き家・住まいの相談・マッチング」および「移住・二地域居住に関する相談対応」と、「イベント・交流会の開

催」が上位を占めた。ハード面の案内とソフト面の交流機会の提供が活動の主軸となっている。

その他：

• プレイヤーの方のご支援、移住・二地域居住の枠組み検討。（民間団体）

• 令和７年度は東伊豆町の事業で個人的に芝浦工業大学の「空き家改修プロジェクト」の学生を自己所有物件のリノベで受け入れ。（民間団体）

• 松崎町の二地域居住のサポート。（民間団体）

n＝23



12

「増えている」との回答が約半数（12件）で最多となった。一方で「わからない」も６件あり、実態把握の難し

さがうかがえる。「減っている」は１件のみだった。

n＝23

Q４：直近１〜２年で、二地域居住者の動きに変化はありますか？（単一回答）



13

「増えている」理由としては、コーディネーターの配置効果やテレワークの定着、現場での相談増が挙げられた。一

方、「横ばい・減っている」理由としては、コロナ後の都市回帰や、定住への移行による関係人口の減少などが指摘

された。

Q５：Q４でその選択肢を選んだ理由や背景があれば、ご記入ください。（自由記述）

増えている • 移住となると働き方を変える必要があるが、二地域居住では仕事を継続可能であり、ハードルが低い。（民間団体）

• 令和７年11月から二地域居住コーディネーターを設置したことにより、二地域居住希望者からの相談件数が増加している。（自治体）

• 周辺でも思いつくだけでも５人程度移住/二拠点している人がいる（かつ伊豆を紹介して移住してくれた人もいる）。（民間団体）

• ３年前まではゼロであったが、昨年、今年は二地域居住者がいるため。（民間団体）

• 別荘地に住んでおり、自治会のイベントなどに参加する新顔の二地域居住者が増えていると感じる。（民間団体）

• 国の政策効果を感じる。（民間団体）

• 下田市では二地域居住コーディネーターなどが発信など活発。（民間団体）

横ばい • 新たに２地域居住で移住してくる人と他の地域に移ってゆく人、元の居住地に戻っていく人それぞれ同じような数だと感じている。（民間団体）

• １.２年の間に二地域居住にかかる話題や取組が活発化したように思うが、実際にはそれ以前より実施している人は一定数存在し、顕著な増減はないように思える。（民間団

体）

• 二拠点は増えた気もするが、実際に現地に家を持っている人、そこでお店を構えている人でも地域の受け入れ方が違うと感じている。つまり、基本的に旅人、ノマド的な人た

ちが地域に間接的に関わっても、お金は落とすが、地域との深い関わりはないように感じる。長期滞在だったりする場合はマナーが大事だが、その辺のコーディネーターの

存在が不可欠な気がする。負担は高いが。（民間団体）

減っている • コロナ禍でテレワークできるようになって東伊豆町で２地域居住や移住生活をしていた若年層が、仕事の関係などで都市部に回帰するようになり、関係人口が減っているよ

うに感じる。また、コロナ禍で増加した別荘所有者の移住もひと段落したように感じる。（民間団体）

わからない • 把握方法が不明なため。（自治体）

• 自分の住んでいる地区（河津町でも小地区になります）にここ数年移住者が数軒程ありますが、うち１軒が二地域居住の方です。ただ伊豆地域で二拠点生活をされている方

が増えていると聞いてはいますので分からないという回答になるのかな。（民間団体）

• プレイヤーとしての取組みよりも、企業や自治体への支援が多いため、定量的な効果を示すのは難しい状況。自主事業としては、2025年３月より、富士山アルプス・アライア

ンス（山梨・長野・静岡）による移住促進を開始している。（民間団体）



Q６：【自治体対象】二地域居住に活用できる施設・資源があれば教えてください。

（複数回答）

14

コワーキングスペースやゲストハウス・簡易宿所、空き家バンクなど、受け入れのための「器（仕組み）」自体は多

くの自治体で整備済みであることがわかる。しかし、後述のQ20で「物件不足」が最大の課題とされていることから、

単に制度があるだけでなく、実際に利用可能な物件の掘り起こしや、ニーズに合った物件供給ができているかど

うかに課題が残る。

n＝６



15

農業体験制度の活用が２自治体あったものの、「特にない／わからない」と回答したのも２自治体あり、仕

事や収入につながる「なりわい」の支援はまだ限定的である。

n＝６

Q７：【自治体対象】二地域居住者の“なりわい”に活用できるサービスはありますか？

（複数回答）
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「趣味・文化サークル」が３自治体で最多だったが、選択肢全体の回答数は少なく、新しい来訪者が気軽に参

加できるコミュニティの受け皿は不足している傾向にある。

n＝６

Q８：【自治体対象】二地域居住者が参加しやすいコミュニティ・地域団体はありますか？

（複数回答）



17

全自治体が「路線バス」を挙げたが、自由度の高い「シェアサイクル」「レンタカー」は３自治体に留まる。二次

交通の課題（Q20）とも関連し、公共交通以外の選択肢拡充が課題である。

n＝６

Q９： 【自治体対象】二地域居住者が活用できる交通サービスはありますか？

（複数回答）



18

６自治体中５自治体が「はい」と回答しており、

住居確保に関する金銭的な支援制度は広く整

備されている。

n＝６

Q10： 【自治体対象】空き家（住宅）向けの補助制度はありますか？（単一回答）



19

住居と同様、６自治体中５自治体で補助制

度があり、ビジネス面での参入障壁を下げ

る施策は打たれている。

Q11： 【自治体対象】空き店舗や起業向けの補助制度はありますか？（単一回答）

n＝６



20

全自治体が「いいえ」と回答した。住居・起

業支援に比べ、継続的な往来のネックとなる

「移動コスト」への直接的な支援は手付かず

の状態である。

Q12： 【自治体対象】交通費補助制度はありますか？（単一回答）

n＝６



Q13： あなたの団体が活動する地域において、（願望ではなく）客観的に見て、来訪の可能性

があるのはどの層ですか？（複数回答）

21

「退職後のシニア層」、「将来的な完全移住を検討しているお試し層」が上位となり、現状の来訪者は比較的年

齢層が高いか、定住志向の強い層が中心であると認識されている。

その他：

• フリーランス・個人事業主として、場所を選ばず仕事をする層。（民間団体）
n＝23



22

「地域（貢献）活動に興味がある層」と「起業やスタートアップ創業を考える層」が上位を占め、地域課題の解

決や経済活性化に直結する能動的なプレイヤーを求めている意向が強く表れた。

Q14： （可能性に関わらず）戦略として、特に呼び込みたいターゲットは誰ですか？

（複数回答）

n＝23



23

「首都圏」が18件と圧倒的多数を占めた。地理的な距離や経済規模から、ターゲットエリアは明確に首都圏

に絞られている。

その他：

• 差別でもなんでもなく、インバウンドは不要。（民間団体）

Q15： あなたの団体が活動する地域として「どこから」二地域居住者に来てほしいと考えていま

すか？（複数回答）

n＝23



24

回答が分かれた。「月１回以上」または「年10日以上」が最多だが、次いで「２〜３ヶ月に１回以上」、「月２回以

上」など意見は多様であり、一律の定義付けの難しさが浮き彫りとなった。

その他：

• 特定の季節のみ、月に一週間など年間の１/４程度。（自治体）

• 個人の貢献度合いによる。（民間団体）

Q16： 今後、交通費や滞在費等の支援（実証事業含む）を行う場合、二地域居住者として認定

するには「どの程度の滞在頻度」を要件とすべきと考えますか？（単一回答）

n＝23



25

最多は「努力義務」が自治体・民間合わせて７件だったが、同数で民間７件が「要件不要」と回答。

支援と引き換えにどこまでコミットメントを求めるかについて、官民や地域内での議論が必要である。

Q17： 支援対象とする二地域居住者に、地域活動への参加（自治会活動、ボランティア等）を

要件として求めるべきと考えますか？（単一回答）

n＝23



26

「草刈り・清掃活動（環境美化）」と「地域イベント・お祭りの手伝い」が上位。専門的なスキル提供よりも、まずは

誰でも参加できる軽作業やお手伝いが入り口として適切と考えられている。

Q18： もし地域活動への参加を求める場合、あなたの団体が活動する地域として「受け入れや

すく、参加ハードルが低い」と考えられる活動は何ですか？（複数回答）

n＝23

農林漁業や観光、役場（※）など地域の仕事
※地域おこし協力隊、地域活性化企業人、まちづくりアドバイザーなど



27

「地域住民の二地域居住者への理解不足、受入・支援体制の未整備」が18件と突出して多く、回答者の８割以

上が選択した。受け入れる地域側のマインドセットや体制が最大のボトルネックである。

その他：

• 受入可能な滞在施設の確保。（民間団体）
n＝23

Q19： もし地域活動への参加を求める場合、あなたの団体が活動する地域として課題となるこ

とは何ですか？（複数回答）



28

住まいの「利用可能な物件不足」が最多。Q６では多くの自治体が「空き家バンク」を整備済みと回答している

が、「仕組みはあっても、二地域居住者のニーズ（賃貸・改修不要など）に合致する登録物件が決定的に不足

している」という「質的なミスマッチ」が起きていると推測される。制度の有無を超えた、物件の掘り起こしとマッ

チング精度の向上が急務である。

Q20： あなたの団体が活動する地域で二地域居住（特定居住）が進まない、またはハードルと

なっている「課題」は何だと感じますか？（複数回答）

n＝23



アンケート回答結果

29

具体的なコーディネーター名や地域おこし協力隊員、民間事業者名が複数挙げられた。取り組みが組織化され

ているというよりは、特定の「キーパーソン」の個人の活動や熱量に支えられている側面が見て取れる。

• 二地域居住コーディネーター湯本紀美子さん（民間団体）

• 「二地域居住先導的プロジェクト実装事業」次世代政策デザイン研究所　近藤ナオ氏（民間団体）

• 東伊豆町地域おこし協力隊平野さん（民間団体）

Q21. あなたの団体が活動する地域で二地域居住に関して独自の取り組みを行っている事業

者や、ヒアリングを推奨したいキーパーソンがいれば教えてください。

（自由記述）



アンケート回答結果

30

Q19の結果とも合致する「受入地域（自治会など）との合意形成・ルール作り支援」、および「ターゲット層への

プロモーション・情報発信」への期待が最も高い。

Q22： 【自治体対象】特定居住促進計画の策定に向け、県や外部団体（支援法人）に期待する

ことがあればお選びください。（複数回答）

n＝６



アンケート回答結果

31

• ２地域居住をしてみませんか、こんな補助がありますよ、ではどうしても補助が手厚い地区に移住者が殺到し補助の旨みがなくなった時にはどんどんいなくなる、今

までそんな事例が多くあったように思う、２地域居住をするにあたって補助する対象は２地域居住者ではなく地域の受け入れ態勢の整備などの地域の側であると考

える。例えば滞在する住居の整備費用や過疎地では特に問題になる移動手段を持たない移住者に向けての移動手段の確保、農業希望者に向けた休耕地の取り

まとめや農業指導者の要請、できた野菜が販売できるような仕組みの構築など。現在地域にあるものを掘り起こし整備し再組立すれば新しく作る必要はないし費用

も少なくて済むと思う。いずれにしても魅力のない地域には移住者も２地域居住者も集まらないので２地域居住者に人気のあるエリアはどんな事を率先して行って

いるかリサーチしてみるのも良いと思う。（民間団体）

• 現在、町が二地域居住の推進に力を入れているとは思えない。国県市町が二地域居住者への補助や助成など同じ考え方を持つべきである。（民間団体）

• 県の移住定住促進のメンバーに加えていただいた際に県の担当と移住定住促進を推進する目的について質問したところ「地域コミュニティの維持」だと当時の担当

者は仰っていました。だとするならば理想は二地域居住ではなく、完全な地方への移住定住です。それも移住＝定住につなげる施策が大事だと思っています。（民

間団体）

• 二地域居住に関する理解促進を行ってほしいです。（自治体）

• 二地域居住の利用者及び受入事業者への支援に加えて、首都圏での大規模イベントや、SNS・CMなど大胆なプロモーション展開による国民への一層の周知と理

解への取り組みを求めたい。（民間団体）

• 特に無し。（民間団体）

• 二地域での税金の徴収（分配）、行政サービスの提供範囲の整理。（民間団体）

• 交通費補助などの資金支援などだとその支援がなくなったときに来なくなってしまう。結果、二拠点居住をするモチベーションとしては仕事が大きいと思っているので、

創業支援や二拠点居住者向けアクセラレーションプログラムなどのローカル産業をつくるような施策があると良いと思います。ここは弊社としても力を入れていきた

いと思っていますので、なにかご一緒できることもあれば嬉しいです！（行政だけではなかなかやりにくい部分もあると思うので、いい意味で民間を使っていただける

と嬉しい）。（民間団体）

• 条件不利な自治体（企業が少なく税収が乏しい、交通など）は、関係人口創出（二拠点居住、移住定住含む）についての予算の優先順位を低くせざるを得ない状況

にあると考えます。その中でも意志や実績はあるが、実施に至れていない自治体には、自治体からの負担がないような支援を望みます。（民間団体）

Q２３：二地域居住の推進に向け、国や県にどのような支援を望みますか？
（市町のご担当者様は、県との連携のあり方についても併せてご記入ください）



アンケート回答結果

32

財政支援だけでなく、首都圏でのプロモーションや理解促進、広域連携のハブ機能（アンテナショップ等）の整備を

県に求める声が多い。一方で、定住促進との整合性を問う意見や、住民トラブルを背景とした慎重論も見られる。

• 均等割りの住民税を払ってもらっている点も鑑み、プレミアム商品券など二地域居住者も消費活動で利用できる特典が必要。二地域居住者が利用できれば地域経

済にも利点が大きい。また、地元自治体が積極的に聞き取りを行うなどの取り組みも必要（転入するしないの垣根の排除）。（民間団体）

• まずは住居として空き家アパート等が考えられるが、二地域居住希望向けの居住施設の改装に補助金を出してほしい。（民間団体）

• 当町では二地域居住者と地域住民の間で、騒音やゴミ出し、自治会活動等に関するトラブルが起きており、地域住民からも二地域居住推進に対して厳しい言葉を

いただいている現状があるため、現時点では必要な支援等はありません。（自治体）

• 空き家をずっと持ってる人に対して、しっかり課税をして、使っていない物件を持っておくこと自体、負担にしてもらう。流通させることをやってもらうための施策が必要

です。（民間団体）

• 関係人口等に関するオンラインイベント等で必ず課題に上がるのは、都市と地方の移動と滞在に係る費用についてです。今後、賀茂地域で２地域居住推進の施策

を進める場合、費用を補助しないと参加できない層（大学生等）に来て欲しいのか、お金の心配の無い層に来て欲しいのかをそれぞれの市町がある程度明確にす

る必要があると思います。また、２拠点居住を志向する人が地方に行ったときに、すぐに参加できるコミュニティがあることが非常に重要で、更にはコミュニティマネ

ージャー的な役割を果たしてくれる人がいないと、関係人口は増えないと感じています。県は現場からは色々な意味で遠いので直接できる連携方法というのは少な

いように感じますが、関係人口に来てもらうだけではなく、自治体も時には首都圏に出かけて行き、２地域居住に興味のある人たちとの接点を作る機会を設ける必

要があると思うので、県内の自治体が自由に使えるような施設を県が用意してくれるとありがたいです。静岡県のアンテナショップや観光誘客、首都圏スタートアッ

プとの接点を作る施設として使えるようなものを整備をして欲しいです。それが市町にはできない県の役割だと思います。（民間団体）
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ヒアリング回答団体一覧

34

属性 ヒアリング実施団体 所在地

自治体

下田市産業振興課 下田市

東伊豆町企画調整課 東伊豆町

河津町企画調整課 河津町

南伊豆町企画課 南伊豆町

松崎町企画観光課 松崎町

西伊豆町まちづくり戦略課 西伊豆町

民間団体

NPO法人伊豆in賀茂６ 下田市

一般社団法人南伊豆編集室 南伊豆町

株式会社micro development 東伊豆町

合同会社so-an 東伊豆町

合同会社うさぎ企画 長泉町

NPO法人りらいず 西伊豆町

合同会社 local is beat 下田市

株式会社静岡銀行 静岡市

三島信用金庫 三島市

ヒアリングに協力した自治体・民間の団体は

表の通り。



①今、実際に来ている二地域居住の方は、どんな人が多いですか？（年齢感、仕事、家族、滞在の仕方）

• 50〜60代の男性が中心。町内に別荘を所有し、桜や夏のシーズンに滞在する。若年層やテレワーカーは少ない。また、2月の河津桜のイベント期

間中は、屋台が出店するため、アパート等が埋まり、出店者が１ヶ月間滞在するケースがある。（自治体）

• リタイア世代の男性がボリュームゾーン。コロナ禍で一時増えた若年層は出社回帰で減少傾向。（民間団体）

• 棚田保全活動に関わる元オーナーの方や、自転車や釣りなど特定の目的を持つ層。（自治体）

• 地域おこし協力隊OBやその周辺の40代前後。（民間団体）

• 鉄道がなく不便なため、「静かに過ごしたい」「農業や自然の中で暮らしたい」「人とそんなに出会いたくない」という層。（自治体）

• ワーケーション層、デジタルノマド。（自治体）

• 年齢層は割と若めで、リモートワーカーなど20〜30代の人が多い印象。（民間団体）

• 西伊豆は漁業権を付与する取り組みを実施しており、30代以上の「西伊豆＆ANGLER（つり人）」で体験ツアーで来訪する釣り人が多い。（民間団

体）

ヒアリング回答詳細

Q１：二地域居住者として来てほしい人や、実際に来ている人について

現在の二地域居住者は、別荘を持つ50〜60代男性やリタイア層が中心で、特定目的を持つ中高年層が多い。

一方で、地域によってはワーケーションやデジタルノマドなど20〜30代の若年リモートワーカー、釣りや農的暮ら

し志向の来訪者も見られる。 35



36

②一方で、これから二地域居住者として『来てほしい』のはどんな人ですか？また、そのような人たちを呼ぶにはどうす

ればいいと思いますか？

• 若い世代。交通費補助よりも、ポイント制度等を活用した「地域活動への貢献」を促す仕組みが有効。（自治体）

• 完全移住につながる層。二地域居住特化イベントは難しいため、既存の移住定住施策と絡める。（自治体）

• 「ゼロイチ（新規事業）」に挑戦したい人。それを実現できるプラットフォームが必要。（民間団体）

• 自分で起業ができる方や農業など継業してくれる人。（民間団体）

• 都市部の人がなぜ不便な賀茂地域に拠点を持ちたいのか「動機」が現場からは見えにくく、効果的な誘致策が打てていない。（自治体）

• シェアハウスと地域課題解決のプロ、コミュニティマネージャーを組織化し、二地域居住者を地域に接続する重層的な仕組みを構築中。（自治体）

• 西伊豆町の移住施策は若年層を対象としているので、現状はギャップは多少ある。他方で、学生の呼び込みは以前から実施していて一定の成果

を得られている。（民間団体）

• 東伊豆は観光地などで土日が繁忙期なので土日に働きにきてほしい。旅館はどこも人手不足。（民間団体）

Q１：二地域居住者として来てほしい人や、実際に来ている人について

今後は若年層や起業志向人材、地域課題解決に関わる担い手など、完全移住や継業につながる層が求められ

ている。誘致には地域活動参加を促す仕組みや既存施策との連動、接続を担うコミュニティ基盤の整備、動機形

成の可視化が重要とされる。



37

①アンケートでは、空き家・住まいの相談に取り組んでいる団体が多かった一方で、使える物件が足りないという声も多

かったです。現場で、物件が足りない一番の理由は何だと思いますか？

• ほぼ全団体からの共通の回答

• 「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思われたくない」という意識が強い。

• 「盆暮れ正月には親族が集まる」「仏壇がある」「片付け（残置物）が面倒」という理由で、空き家のまま放置（塩漬け）される。

• 最大の壁は「残置物」と「賃貸への心理的不安（知らない人に貸したくない）」。家が老朽化する前に不動産会社へつなぐ啓蒙が必要。（民間団体）

• 「貸したくない」「片付けが面倒」で止まっている。空き家バンクの利用条件に「住民票の異動」が必須となっており、二地域居住希望者が制度を使

えないケースがある。（自治体）

• 地域内に「安く貸すと相場が崩れると怒られる」という圧力があり、家賃が下がらず流動しない。（自治体）

• 稼働している不動産業者が少なく、仲介機能が弱い。別荘地は、建物だけでなく道路や水道等のインフラも老朽化しており、購入しても維持費が

莫大になるケースがある。（自治体）

Q２：空き家や住まいの課題について

空き家活用が進まない主因は、所有者の「知らない人に貸したくない」という心理的不安や残置物処理の負担に

加え、住民票要件や家賃相場維持の圧力、仲介業者不足やインフラ老朽化などの課題が重なり、物件供給が

滞っている点にある。
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②現実的にできそうな解決策はありますか？

• （住まいではなく、なりわい作りの実例として）オーナーの不安解消のため、信金や地元企業が間に入って借り上げ、転貸（サブリース）する仕組

みが有効（西伊豆未来デザインコンテスト等）。（民間団体）

• 「信頼関係」があれば物件は出るため、空き家自体は課題ではない。（民間団体）

• 行政職員だけでは限界。宅建知識を持ち外部と連携できる「プロデュース人材」が必要。（自治体）

• ただ待つのではなく、課税強化等「持っていること自体を負担にさせる」ような強い施策も必要ではないか。（民間団体）

• 改修の補助金を活用して前例を作っていく姿勢が大事ではないか。（民間団体）

• 地域住民との関係性をつくって、物件を紹介をしてもらうのが一番早い。（民間団体）

Q２：空き家や住まいの課題について

空き家活用の解決には、信金や地元企業による借り上げ・転貸で不安を解消し、信頼関係による物件掘り起こし

や外部連携できるプロデュース人材の配置が重要。加えて、課税強化や改修補助の活用で前例を生み、供給促

進を図る必要がある。
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①二次交通の不便は具体的にどの場面で困りますか？（駅から、買い物、子どもの送迎等）

また、今ある手段（バス、レンタカー等）で足りない部分は何ですか？

• 二次交通が脆弱で、自家用車がないと生活できない。（自治体）

• 高齢化と事業者撤退により、地域住民の足も含めて危機的状況。（自治体）

• 東伊豆町はタクシーが少なく、路線バスも観光向けな印象なので生活には不便。（民間団体）

• 「鉄道の有無」が、東側（東伊豆・河津）と西側（松崎・西伊豆）の二地域居住の性質を大きく分けている。（民間団体）

Q３：移動（二次交通）と費用の壁について

二次交通の脆弱さにより自家用車依存が強く、事業者撤退や高齢化で住民の移動手段も危機的状況にある。ま

た、鉄道の有無が東西地域の二地域居住の特性を大きく分け、既存のバスやタクシー等だけでは生活や来訪

需要を十分に支えられていない。
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②補助金を出す以外で、現実的にできそうな解決策はありますか？

• 観光・二地域居住者専用ではなく、地域住民の「日常の足（通院・買い物）」とセットで混載・シェアする視点が不可欠。（民間団体）

• 広域連携による交通支援に絞って行うべき。（自治体）

• 地域の高齢者向けの取り組みとしてバス廃止地域において、社協と住民が連携し、自家用車での送迎を行う仕組み。（西伊豆町・大沢里お助

け隊）が稼働。行政サービスではなく住民の善意（共助）で維持されている。東伊豆町「ノッカル」等、地域住民の車を活用する配車サービスの

実証実験が行われている。（自治体）

Q３：移動（二次交通）と費用の壁について

補助金だけに頼らず、住民の日常移動と観光・二地域居住者の移動を混載・シェアする発想が重要。交通分野

に絞った広域連携や、住民の自家用車を活用した共助型送迎・配車の実証など、地域主体の仕組みが現実的

解決策として示された。
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①外から来る人を受け入れる上で、住民側が不安に思うポイントは何ですか？

• 管理組合のある別荘地ではなく、一般集落内の空き家を購入した層との間でトラブル（ゴミ出しルール違反、自治会費未払い、草木の越境、災

害時の連絡不通）が顕在化している。（自治体）

• 地域住民側に「よそ者」を受け入れる心理的ハードルがある。（自治体）

Q４：地域の受け入れ（住民理解・コミュニティ）について

②トラブルを避けるために、最低限決めておいた方がいいルールは何ですか？また、受け入れがうまくいった事例があ

れば教えてください。

• 「イーストドック」のような拠点が、二地域居住者と地域をつなぐハブとして機能している。（民間団体）

• まずはルールの周知や管理体制の構築が最優先。（自治体）

一般集落での移住者受け入れでは、ゴミ出しや自治会費未払い、草木越境、災害時連絡不通など生活ルール

を巡るトラブルが顕在化している。また、地域住民側には「よそ者」への心理的抵抗感があり、受け入れの障壁と

なっている。

トラブル防止には、生活ルールの周知や管理体制の整備を最優先とし、地域と二地域居住者をつなぐ拠点がハ

ブ機能を担うことが重要。信頼関係を築く中間支援の存在が、円滑な受け入れと継続的な関係形成につながる。
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Q５：二地域居住者の認定・要件について

二地域居住者として認定する際に、どの程度の滞在頻度を要件とすべきかについて、理由を教えてください。また、二

地域居住者に地域活動の参加を求める場合の具体的な課題について教えてください。

• 滞在頻度だけでなく、地域活動への参加を重視したい。（自治体）

• そもそも誰が来ているかの正確な実態把握自体ができていない。（自治体）

• 人の生活をしばっていいものだろうかという思いもあり、地域活動を必須とすることで自由度を下げたくない。ただし、「よく来てるよね」と周囲が

思うのは２〜３ヶ月に１回程度なのではという肌感覚。（民間団体）

• 来てすぐ帰るのではなく、１週間くらい滞在するのが理想。（民間団体）

• ２〜３泊では短いと感じる。10日〜２週間程度が良い。ただ、お祭りなどの地域活動に必ず参加しなくてはいけないという要件はしんどいのでは

ないか。（民間団体）

• 最初から意図的に必須要件とする必要はないのではないか。２〜３ヶ月に１回来るような人であれば、結果的に地域に関わっているはず。（民間

団体）

二地域居住者の認定は滞在頻度のみでなく地域との関わりを重視しつつ、自由度との両立が課題とされる。実

態把握の不足に加え、滞在は数ヶ月に１回や１〜２週間程度が望ましい一方、地域活動の必須化には慎重な意

見が示された。



• 「町民サービス最優先」。住民票を移さない人への支援は優先度が低い。

• 過去のトラブル事案などもあり、新規事業には消極的。

• 国の認定申請にも意欲的だが、職員の異動があるため継続性に課題。

• 受け入れ土壌はあるが、現場リソース（２名体制）が不足。

• 二地域居住者への情報提供や家賃・交通費などの支援、イベント開催はできるかもしれない。ただし、住民の反対があることは難しい。町の

制度に依存した支援はつくりたくない。

• 広報などはできるが、民間が主体となってコミュニティをつくれているので、行政としては「こうしてほしい」という要望があった際に柔軟に対応

していきたい。

【団体別の質問】自治体

Q１：二地域居住者を増やす上で、“できること／できないこと”の線引きはどこですか？

43

二地域居住拡大には、町民サービス優先や反対住民への配慮、トラブル対応による新規施策停滞、職員異動

や人員不足など行政の制約が大きい。一方で広報や情報提供は可能で、民間主体の取組に柔軟に連携する姿

勢が示された。
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Q２：県に求めることは何ですか？

賀茂地域での二地域居住推進には、市町を越えて継続的に動く広域コーディネーターの配置や広域的な情報

発信・ツアー造成に加え、住民や行政職員への理解促進など、県による横断的支援体制の強化が求められてい

る。

• 市町の枠を超えて継続的に動ける「賀茂地域専任の広域コーディネーター」の配置。

• 自治体単独では難しい、広域的な情報発信やツアー造成。

• 住民や行政職員を対象に、二地域居住の必要性について理解促進を図る取り組みをしてほしい。



• 県と町で施策に対する温度感が乖離しており、町が身構えてしまうことを懸念したことがある。「既存業務に組み込む」形でないと持続しない。

• 関係人口から定住への循環を作るには、つなぎ役の「コミュニティマネージャー」が職業として稼げるようになることが重要。

• 二拠点居住お試し住宅をつくるための事業用物件の補助制度がほしい。住居の取得、活用のハードルが下がるのではないか。また、市町を

またいだ二地域居住者情報の横断的なネットワークの構築も必要。

• 二地域居住推進において現場のマンパワーが圧倒的に不足している。人材供給が難しければ、民間事業者に委託するなどの対策が求めら

れる。

• 民間が主体的に動けるように、チャレンジングな取り組みを認めてほしい。

【団体別の質問】民間・NPO

Q： 来てほしい人が来ない理由を、現場の言葉で言うと何ですか？また、県にお願いしたいことはあ
りますか？
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二地域居住に来てほしい人が来ない背景には、県と町の温度差や既存業務に組み込まれない施策の持続性不

足、現場人材の不足がある。解決には、コミュニティマネージャーの職業化、事業用物件補助や広域ネットワー

ク整備、民間主体の挑戦を後押しする支援が求められる。



• 居住目的ではなく、二拠点で想定していた賃貸事業がうまくいかなかった場合、融資を受けたお客様がそれ以外の所得から返済せざるを得なく

なり、返済に困る状況にもなる。流動性の高い地域では売却も選択肢ではあるが、一般的には購入価格を下回るケースが多い。貸し倒れは銀

行のリスクであると同時に、お客様のリスクでもある。融資の成立はお客様の生活や将来も考え慎重にせざるを得ないと考えます。

【団体別の質問】金融

Q1. 二拠点（定住前提じゃない）だと、融資や支援はどこで難しくなりますか？

46

二拠点での賃貸事業は失敗時に他所得で返済を担う必要があり、売却も購入額を下回る可能性が高い。貸し倒

れは銀行・顧客双方のリスクとなるため、融資判断は生活や将来への影響を踏まえ慎重にならざるを得ない。
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Q2. 条件が揃えば支援できる形はありますか？また、事業承継や小さな起業と二地域居住をつなげ
るなら、金融機関ができる役割は何ですか？

「地域の人事部」制度を活用するなど、事業承継や人材マッチングを起点に二地域居住へつなげる支援が可能

であると示された。

• 「地域の人事部」制度の活用。事業承継や人材マッチングから二地域居住につなげるアプローチ。

• 自治体単独では難しい首都圏とのコネクションを活用したつなぎや、プロモーションの支援をお願いしたい。

Q3. 県へお願いしたいことはありますか？

自治体単独では実施が難しい大規模かつ効果的なプロモーションを、県が主導して展開する必要性が指摘され

た。
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課題の検討
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本調査では、賀茂地域の自治体・民間団体へのアンケートおよびヒアリングを通じ、二地域居住の

受入・定着を阻む要因を横断的に検討した。その結果、生活基盤・関係性・運営体制にまたがる構

造的問題として現れていることが明らかになった。

具体的には、

■ 交　　　通　：公共交通の衰退と移動制約が長期滞在を困難にしている。

■ 住  ま  い  ：空き家はあるが心理・制度・採算面の壁で流通しない。

■ 地　　　域　：生活ルールや管理不全により受入意欲が低下。

■ 行　　　政　：人員不足と広域発信力の弱さで施策が持続しにくい。

これら４領域は相互に連動し、二地域居住の入口から定着までのボトルネックを形成している。

次項より、この４領域を軸に現状と解決の方向性を整理する。



課題の検討：交通
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課題 • エリアによる鉄道網の格差

• バス路線やタクシーの交通機関の衰退

• 公共交通の衰退

• 特に長期滞在時には自家用車が必須

実態 • 鉄道（伊豆急行）の有無により、東側（東伊豆町、河津町、下田市）と西側（南伊豆町、松崎町、西伊豆町）で大きく異なる。鉄道が通る東

側、特に下田市はある程度都市的な環境（町）である一方、西側は移動のハードルが高い。不便さを受け入れ、「静かな暮らし」や「狩猟」

といったディープな体験を求める層に限定される傾向がある。

• バス路線の減便や廃止が進んでおり、タクシーも事業者撤退や運転手不足により、夕方５時で営業終了してしまう地域（河津町等）があ

る等、二次交通は危機的状況。

• 長期滞在する場合は、既存の公共交通網の脆弱性から、自家用車の利用はほぼ必須である。市町中心部では数日間程度の生活は可

能かもしれないが、長期にわたる生活は困難を伴う。一方で、下田市のように二地域居住者が地域との関係性を構築することで、住民に

よる送迎など「共助」の仕組みが機能しているケースも確認されている。

事例 地域互助による配車サービス：①大沢里（おおそうり）お助け隊　②ノッカルひがしいず　③河津ザクライド

※55ページに詳細記載

まとめ 二地域居住の推進には、鉄道網の格差や公共交通の衰退を前提に、自家用車依存を補完する移動手段の再設計が不可欠であ

る。住民共助型配車や地域送迎など既存事例を広域展開し、長期滞在者でも生活可能な移動環境を整備するとともに、不便さ自

体を価値化した滞在モデルの構築が求められる。



課題の検討：住まい

課題 • 売買や賃貸に対する家主の心理的・物理的ハードル

• 投資対効果の低さと制度の壁

実態 • 空き家は多数存在するものの、「見ず知らずのよそ者に貸したくない」「近隣から変な人に貸したと思われたくない」というオーナーの心理

的ブロックが最大の障壁 。また、「仏壇がある」「盆暮れ正月には親族が集まるため貸せない」「家財道具（残置物）の片付けが面倒」とい

った理由で塩漬けにされがち。

• 二地域居住者向けの安価な賃貸物件とするには、リノベーション費用の回収が難しく（投資対効果が合わない）、民間事業者が参入しに

くい。一部の自治体では、空き家バンクの利用条件に「住民票の異動」が必須となっており、住民票を移さない二地域居住者が制度を利

用できないケースも。

事例 ①コミュニティマネジャー付きシェアハウス：下田市で二地域居住者を受け入れる11軒の物件。※詳細は57ページ

②ADDress：株式会社アドレスが運営する住まいのサブスクサービスは会員登録すれば全国各地の登録物件に予約・滞在するこ

とができる。賀茂地域にも東伊豆町、南伊豆町に物件を提供している。

③山梨県「やまなし創生官民連携空き家活用事業」：山梨県は空き家を地域の課題解決や地域の活性化に資する事業への活用

を促進するため、官民連携によるマッチングの仕組みを構築。県が一定の要件を満たす民間事業を認定の上、集約した空き家情

報を認定事業者へ提供し、空き家所有者と認定事業者のマッチングをするほか、改修費補助（通常枠＝補助率２/３・上限250万円

＝、特別枠＝補助率３/４・上限500万円）も実施して活用を後押しした。

まとめ 二地域居住の住まい確保には、家主の心理的不安や残置物処理、投資回収困難、制度要件といった多層的障壁を同時に解消す

る仕組みが必要である。コミュニティマネジャー付き住宅やサブスク型住居など民間が提供する中間支援モデルを拡充し、改修支

援や制度緩和と組み合わせて流動化を促進することが求められる。
51



課題の検討：地域
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課題 • 住宅街（非別荘地）での住民同士のトラブル

• ゴミ出し等のルール違反

• 所有者不在時の管理不全

実態 • 管理組合のある別荘地ではなく、一般住民が住む集落内の空き家を購入した二地域居住者との間でトラブルが顕在化している自治体

がある。「よそ者が勝手にルールを破る」という認識が広がり、地域住民の受け入れ意欲を削ぐ要因になっている。

• 二地域居住者が自治会に入らず、ゴミステーションを利用する。また、分別や指定日を守らない 。

• 台風で屋根が飛んだり、草木が越境したりしても、所有者が遠方にいて連絡がつかない。苦情対応が役場に丸投げされるケースも出

ている。

事例 ①IZU DAO：IZUとDAO合同会社が下田市で展開しているデジタル住民コミュニティ。※詳細は56ページ

②ADDressの家守（やもり）制度：株式会社アドレスが運営する住まいのサブスクサービス「ADDress」はすべての物件に家守と呼

ばれる管理人かつ地域コミュニティマネージャーを配置し、地域住民との連携を担っている。

まとめ 住宅街での二地域居住を巡るトラブルは、ゴミ出しルール違反や自治会未加入、所有者不在による管理不全など、地域生活への

関与不足から生じており、住民の受け入れ意欲低下を招いている。解決策の一つとして、事例に挙げた「地域コミュニティを束ねる

仕組みや制度」の導入が求められる。総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した関係調整・ルール周知体制の構築と、

国交省の特定居住支援法人制度による民間団体との連携を通じ、見守り・管理やコミュニティ接続を担う中間支援機能を地域に

実装することが重要である。また、今後創設される予定の「ふるさと住民登録制度」を活用した二地域居住者の認定も有効な解決

策になると考えられる。



課題の検討：行政
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課題 • 現場リソースの限界

• 広域的なプロモーション

実態 • 自治体の現場は人員削減が進む中、移住・空き家・協力隊・新施設対応等を少人数で兼務しているのが実態で、新しい施策（二地域

居住推進）が降りてきても、手が回りにくい。そのため、個々の二地域居住者への問い合わせ対応やきめ細かな伴走支援にも限りが

あり、行政支援が十分とは言えない。

• 個々の市町単独では首都圏での認知獲得の施策が打ちづらく、自治体主体で継続的に二地域居住者を誘致することが難しい。「伊豆

半島」や「賀茂地域」といった広域ブランドのプロモーションを十分に生かせていない。

事例 ①下田市：国内初の二地域居住コーディネーター制度の導入で２名の専門家を採用し、SNSでの情報発信や二地域居住者の相

談窓口として対応している。

②東松島市（宮城県）：国交省の特定居住支援法人として貴凛庁株式会社を指定し、廃校を再生した「KIBOTCHA（キボッチャ）ス

マートエコビレッジ」の運用を通して二地域居住者の受入とコミュニティ構築を行っている。

まとめ 二地域居住推進の停滞は、少人数体制による自治体の現場リソース不足と、市町単独では困難な広域プロモーションの弱さに起

因する。解決には、総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した専門人材配置により相談対応や伴走支援を外部化する

とともに、国交省の特定居住支援法人制度を通じて民間主体の受入・コミュニティ運営を展開することが重要である。あわせて「伊

豆半島・賀茂地域」ブランドによる統合的発信を強化し、持続的な誘致体制を構築する必要がある。
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先進事例：配車サービス（交通課題）

サービス名称 せいかつ応援倶楽部 大沢里（お
おそうり）お助け隊

ノッカルひがしいず 河津ザクライド

エリア 西伊豆町 東伊豆町 河津町

運営会社 西伊豆町社会福祉協議会 東伊豆町・株式会社博報堂 河津町商工会・河津町議会第１常任委員会

詳細URL ー
https://www.town.higashiizu.lg.jp/soshiki/kika
ku_cyoseika/2/19/20/530.html

https://shimoda.keizai.biz/headline/680/

サービス概要 バスの通らない西伊豆町大沢里地区にて、

社会福祉協議会と住民が連携し、自家用

車で高齢者を送迎する有償ボランティア

等の仕組みを自律的に運用。

住民ドライバーのマイカーに「乗っかる」

共助型の乗り合い交通サービス。利用チ

ケットで支払い（100円券の綴りを役場等

で販売）。

河津町全域で実施（料金は距離帯で設

定）した、許可・登録不要の「共助版配車

サービス」。地域の助け合いで夜間移動

を支援。

先進的な取組
ポイント

公共交通に頼らない、地域互助による移

動手段。

住民所有の車（遊休資産）を活用した配

車サービスの仕組みを実践。

夕方以降、タクシーが少ない地域課題に

対し、飲食・宿泊利用者の移動を支援す

る配車サービスを提供。
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先進事例：コミュニティ（地域課題）

サービス名称 IZU DAO

エリア 下田市

運営会社 IZUとDAO合同会社

詳細URL 公式サイト：https://dao.izudao.net/
参考サイト：
①動画解説　https://youtu.be/siYxZzj7b4k　②LINE公式　https://lin.ee/acjEvOk　③LINEオープンチャット　https://x.gd/OGqZR

サービス概要 金銭換算できない価値の循環DAOの仕組みを使ったデジタルポイント制度を導入し、地域の「困りごと（ロス）」と「スキル・空き時間」

をマッチング。地域住民と二地域居住者をお金では買えない体験でつなげるコミュニティ。地域の困りごとに参加して解決することで

IZUポイントというデジタルポイントを獲得する。配車や滞在先の確保など、地域の人にサポートを依頼したい際にポイント活用でサー

ビス提供を受けられる。地域貢献の高い人ほど獲得ポイントが増えていく構造。

先進的な取組
ポイント

DAOの仕組みを構築したポイント制度の導入。

国内で老若男女のSNS利用率トップのLINEと連携できるため、普段の生活で誰もが利用しやすい設計となっている。

日本円に換算できない「感謝」の気持ちをポイントとして可視化し、共助の社会を築いている。
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先進事例：管理人付物件（住まい課題）

サービス名称 コミュニティマネージャー付シェアハウス

下田市：
①YUI HOUSE　②ポックルハウス　③風まち下田　④NABETA InNlet　⑤elenanchi　⑥雑忠KURA　⑦下田３丁目ハウス

南伊豆町：
①小田切HOUSE　②FILES　③ローカルローカル　④三角ハウス

エリア 下田市・南伊豆町

運営会社 各物件ごとに異なるため、以下インタスグラムより下田市の二地域居住コーディネーターへ問い合わせてください。
http://instagram.com/duallife.minamiizu

詳細URL https://2chiiki.jp/topic/?type=live&region=minami-izu-ja&page=1

サービス概要 上記の11物件にはすべてコミュニティマネージャーが常駐しているため、暮らしに関する困りごとなどを気軽に相談することができる。

二地域居住者の不在時も、近隣との連絡・連携やトラブルにも対応。シェアハウスという特性上、一棟貸切ではなくリビング・キッチン

や水回りといった共有部分があることから、滞在者同士で顔を合わせる機会があり、住人同士の交流がしやすい暮らし設計となって

いる。

先進的な取組
ポイント

別荘とは異なり、管理者（コミュニティマネージャー）がいるため、ゴミ出しなどのルールに則った生活ができる。

また、コミュニティマネージャーが地域住民と二地域居住者の橋渡し役を担うため、お互い安心して暮らせる。

下田市のYUI HOUSEは、IZU DAOを活用した銭湯等の近所の店舗利用促進も行い、地域との接続がうまくできている。
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先進事例：ワークスペース（働く環境の課題）

サービス名称 EAST DOCK

エリア 東伊豆町

運営会社 合同会社so-an

詳細URL https://www.dai6kitchen.com/eastdock

サービス概要 稲取港の遊覧船待合所（町所有）をリノベーションして開業したシェアスペース。「港」をコンセプトに、コワーキング、カフェ、シェアオフ

ィス機能を備える。公民連携で運営。海を一望できるワークスペースとして、テレワークやワーケーション、企業合宿等に利用される

ほか、「ひとづくり・ことづくり・ものづくり」を掲げ、ここを起点に「東伊豆未来会議」や学生のフィールドワーク、新規事業（マイクロデベ

ロップメント）も多数生まれている。

先進的な取組
ポイント

単なる場所貸しではなく、二地域居住者は「ここに行けばキーマンに会える」という信頼とコミュニティのハブとなっている。二地域居住

者が地域へ溶け込むための玄関口（かかわりしろ）として機能している。
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先進事例：集客（二地域居住者の誘致課題）

サービス名称 第二のふるさとコンソーシアム

エリア 松崎町

運営会社 松崎町

詳細URL https://shimoda.keizai.biz/headline/1000/

サービス概要 都市部と地域を結ぶ「二拠点生活」の普及を目的に2025年12月〜2026年１月に実施。いきなり移住を促すのではなく、「町内啓発」→

「都市部PR」→「現地体験」と段階を踏んで関係性を深める3部構成のプログラムを展開した。

①町内啓発（12月）：地元住民向けにセミナーを開催し、外部人材を受け入れる意義を共有して受入機運を醸成。

②都市部PR（１月）： 東京で「二拠点生活のリアル」セミナー開催。実践者の本音トーク等で松崎ファンの裾野拡大。

③現地体験（１月）：空き家やスーパー等の生活拠点を視察。餅つきの共同作業を通じ、住民との心理的距離を縮めた。

先進的な取組
ポイント

「生活者視点」に基づいたプログラムを構成し、「観光」ではなく「日常（住む・働く）」を掲示。さらに地域住民との接点（餅つき交流な

ど）を設けることで、参加者が将来の暮らしを具体的にイメージする機会を提供した。また、二地域居住者のターゲット層が存在する

東京でイベントを開催し、20～50代の幅広い層が参加したことで大きな成果となった。
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先進事例：集客（二地域居住者の誘致課題）

サービス名称 IVUSA
※運営団体名

田舎留学

エリア 西伊豆町 南伊豆町

運営会社 特定非営利活動法人国際ボランティア学生協会
（英文名International Volunteer University Student Association 

略称 IVUSA）

南伊豆町・田舎留学プロジェクト 事務局

詳細URL https://www.ivusa.com/ https://inakaryuugaku.com/

サービス概要 災害ボランティア（2013年）を契機に連携を開始。災害復旧・環

境保全等を住民と協働で実施するために、学生が主体的に地

域での作業活動計画を立てて現地入りする。

早大生の提案を町長が採用し事業化。学生主体の事務局が一

貫して担う。主な活動は農林漁業や宿の手伝い等を行った後、

桜まつりの運営支援など地域課題へも参画。

先進的な取組
ポイント

西伊豆町のNPO法人りらいず代表の高井洋季氏が同団体の元

職員（現・理事）であったため、年間のべ約300人もの学生が定

期的に地域活動を行い関係人口を創出している。

継続的に生活に入り込んで労働力になる取り組みを通して、町

の関係人口化につながっている。
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賀茂地域広域連携モデルの方向性
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本調査により、賀茂地域は市場原理だけでは解決できない「構造的なインフラ課題（交通・住まい）」および、移住・定住ではなく新たな地域

振興策としての二地域居住推進に向けた「地域の理解」「行政リソース不足」が大きな課題であり、二地域居住者の受入体制をつくるため

に早期に着手すべき課題であることがわかった。 各市町が単独でこれらの課題に対処することは限界があるため、この４つの項目に対し

て「共通課題を広域でシェアし、解決する仕組み（広域連携モデル）」への転換が有効である。

１. 移動の共通プラットフォーム・共助型配車サービスの構築（交通）

現状のボトルネック

鉄道がある東側と、無い西側でアクセ

ス環境に差がある。加えて、タクシー

撤退等により、二次交通は二地域居

住者だけでなく地域住民にとっても危

機的な状況である。

広域連携モデルの方向性

行政区を跨ぐデマンド交通、住民ドライバーによる配車サービス

の広域導入といった「境界を越える」共助型モビリティが有効な選

択肢となる。加えて、二地域居住者向けの負担軽減策を講じるこ

とも有効であると考えられる。
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２. 二地域居住者の見守り等の一体提供・官民連携の広域マッチング（住まい）

現状のボトルネック

①物件のマーケット登録以前に、「見ず知

らずの人に貸したくない」「片付けが面倒」

という所有者心理が流通を阻害している。

広域連携モデルの方向性

総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した取

組や、民間サービス（コミュニティマネジャー付き住宅、定

額制貸出住宅等）における管理・交流機能を広域展開し、

二地域居住者の見守り・関係調整を一体提供することで、

所有者の不安を制度的に解消し流通を促進する。

②空き家は増えているが、二地域居住者

が使えるように改修するコストがそれなり

にかかるため、費用対効果が悪くて再活

用が難しい。空き家バンクはあっても住民

票登録必須といった制度上の制限が足枷

になっている。

広域連携モデルの方向性

民間事業者認定・空き家情報集約・広域マッチングのプラ

ットフォームを構築し、運用することが有効である。改修費

支援に加え、複数物件を活用し費用回収を分散することに

より、住宅ストックを拡大する。
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３. 中間支援機能の実装・ふるさと住民登録制度の活用（地域）

現状のボトルネック

広域連携モデルの方向性

総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用した関

係調整・ルール周知体制の構築と、国交省の特定居住支

援法人制度による民間団体との連携を通じ、見守り・管理

やコミュニティ接続を担う中間支援機能を地域に実装する

ことが重要である。また、今後創設される予定の「ふるさと

住民登録制度」を活用した二地域居住者の認定も有効な

解決策になると考えられる。加えて、二地域居住者の受け

入れに向け、行政と民間団体が連携して地域全体での共

通理解や協力体制を築くことも重要である。

住宅街での二地域居住を巡るトラブルは、

ゴミ出しルール違反や自治会未加入、所

有者不在による管理不全など、地域生活

への関与不足から生じており、住民の受

け入れ意欲低下を招いている。
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４. コーディネーター制度や特定居住支援法人の活用・官民連携のPR体制（行政）

現状のボトルネック

①行政の人員リソース不足で移住・空き

家等を少人数が兼務し、新たな二地域居

住施策や伴走支援まで手が回らず、受入

体制の継続と質の確保が難しい状況。

広域連携モデルの方向性

総務省の二地域居住コーディネーター制度を活用し、相談

対応や伴走支援、空き家調整、地域接続機能を行政外部

へ分担。国交省の特定居住支援法人制度を活用し民間主

体の受入体制を常設化することで、少人数体制でも継続的

かつ質の高い支援が可能となる。

②市町単独の発信では東京を含む首都

圏認知に限界があり、広域ブランドも十分

活用できず、継続的な誘致につながって

いない。

広域連携モデルの方向性

「伊豆半島・賀茂地域」を一体ブランドとして統合発信し、１

市５町共同の誘致戦略を構築することが有効である。広域

二地域居住コーディネーターを設置し、民間事業者と連携

し、滞在拠点・仕事・交通を組み合わせた周遊型プログラ

ムや首都圏向け継続プロモーションを展開することで、単

独発信では届かない需要層への認知拡大と来訪循環を生

み出せる。



地域活性化　ー 二地域居住の推進 ー

Ｑ ①暮らしている地域には、新たな事に挑戦・成長するための機会がある
　 ②暮らしている地域には、若者が活躍しやすい雰囲気がある

主観指標

分析

●人口減少･高齢化により地域の担い手が不足しており、事
業創造や若者活躍に対する満足度が低い

　特に、人口減少が著しい伊豆地域は、満足度が低い傾向

●人口減少社会の中で、地域の豊かさを維持するためには、
都市と地方の人材の好循環を生み出すことが有効

●静岡県は、首都圏に近接する「二地域居住」の適地
　特に、伊豆地域は移住先として人気が高く、関心層に
　アプローチしやすい

政策立案

二地域居住推進事業費（新規）　９１０万円

●県の魅力を発信するほか、東伊豆町をフィールドとして、交通
費、住居費の負担の実証事業を実施

●民間企業と連携して首都圏から人を呼び込む体験ツアーを開催

（参考：Ｒ６静岡県への移住に関する調査）

①新たな事に挑戦する機会 ②若者が活躍しやすい

静岡県への移住希望地域
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【交通費・住居費負担軽減】　静岡県二地域居住推進コンソーシアム
（東急不動産、東海旅客鉄道、ＲｅＩＮＮ、micro development、静岡県、静岡県東伊豆町）

【課題】二地域居住先までの交通費や二地域居住先での住居費の負担軽減
【取組】
①移動費・住居費の負担軽減の実証
②ふるさと住民登録制度との連携を見据えた二地域居住者の認定制度の運用
③二地域居住関心層を育てる取組として、実践者の生活実態や二地域居住先で行う生業マッチング後の取組を首都圏へ、情報発信
④東伊豆町の住民と二地域居住者のニーズとシーズ合わせによる双方の意識醸成及び二地域居住者の生業確保　　　　
【関連事業】二地域居住の体験イベントや県内の二地域居住に関する情報を発信するＨＰ開設・認定アプリ活用(地域未来交付金)
【コンソーシアム構成】東急不動産、東海旅客鉄道、ＲｅＩＮＮ、micro development、静岡県、静岡県東伊豆町

事業の概要

Step１：知る
興味・情報収集

Step２：体験する
体験イベント参加・現地訪問

Step３：実践する
二拠点生活決定 定期的な移動 住居購入

• アプリ（SHIBUYA 
MABLs）や都内イベント
等を通じ、県内での二拠
点生活という新しいライフ
スタイルを発信

• 静岡県内で体験イベントを開催し、
現地の方との交流を通じた双方の
二拠点生活のイメージの具現化

• 交通費の一部をポイント還元

• 体験イベント参加者
やアプリユーザに二
拠点生活の実践事
例等の情報を継続
的に発信し、意思
決定を支援

• 町内での生業確保
を支援

• 一定期間定期的な
移動に係る交通費
の一部をポイント還
元するほか、住居費
の一部を割引

• 二拠点生活用住居
を購入した場合、一
定期間交通費の一
部をポイント還元

• 物件購入、融資、
不在時の民泊等を
一括サポート

二地域居住先導的プロジェクト実装事業

地域未来交付金の取組を含む



松崎町第二のふるさと
コンソーシアム
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二地域居住促進の新たな仕組みづくり
まつざきふるさとパートナー制度の構築により、関係人口の可視化・制度化

01 地域住民の理解促進
二地域居住者への期待と役割を整理し、ワークショップを通じて地域住民の受け入れ体制を構築する。

02 二地域居住意向者のニーズ調査
松崎町出身者や関わりのある方々のニーズを調査し、二地域居住の実現要件を明確にする。

03 制度の構築
調査結果を基に、多様な関係者との検討会を通じて「まつざきふるさとパートナー制度」を設計する。

ふるさとまつざきパートナー制度
 移住はまだ考えていないけれど地域と関わりたい人・出身地を応援したい人・旅行や交流をきっかけに関係を

続けたい人が「心のふるさとの住民」になるための仕組みつくり。人々との継続的な関係構築を促進し、関係人

口を可視化・制度化することで、地域の活性化や経済支援につなげることを目的とする。

 松崎町では、まつざきふるさとパートナー制度の確立により、二地域居住の受け入れ基盤の構築を図る。



制度内容検討会議

これまでの実施内容、調査内容を踏まえ、松崎町として二地域居住者、関係人口を受け
入れる柱となる「まつざきふるさとパートナー制度」を構築するため、受け入れのため
のプログラムやパートナーの取り込み方、情報発信方法、パートナーへの支援、体制面
の整備方法について検討会を実施。

検討会にはコンソーシアムに加え、ワークショップに参加した地域住民や議会議員等の
多様な方に参加していただいた。

〇事業全体の成果や効果
 地域住民向けのアンケート、セミナー、ワー
クショップにより、現在の住民の二地域居住者、
関係人口に対する考え方を把握しつつ、少子高
齢、人材不足の中、外の力を受け入れるために
自らが主体となるという意識を少なからず持っ
てもらうことができた。
 また、首都圏のニーズ調査等も踏まえ、まつ
ざきふるさとパートナー制度の基礎を構築する
ことができた。
 今後は具体的なプログラムの実行に移りなが
ら、国のふるさと住民登録制度にうまく連携で
きるよう検討する。



報酬システムの検討（他地域事例を参考）

１．島根県海士町
  miniama

○ 町に関する様々なミッションをクリアすることでポイントがたまる仕組み。
○ 登録の実動線の設計の工夫やミッションの楽しさなどで、3カ月で登録者数1万人を突破。
○ 登録者ごとのミッション達成率はLINYを用いてデータを可視化。



  海士町オフィシャルアンバサダー制度
○ 年会費制で海士町のＰＲや年1回の来島がマストな一方、宿泊支援等が実施される。
○ 200名以上が参加し、2000万近い収入を実現。
○ LINYを用いて会員ごとの活動状況を見える化。（誰起点で入ったかまでわかる）
○ セグメントで配信を出し分け、個別対応はコンシェルジュが行う。



２．香川県琴平町
  琴平バス株式会社×共創DAO合同会社の取組

○ 2025年から、共創DAOが開発した参加型web3.0アプリと、琴平バス等の町内事業者が連携して運営する「琴平デ
ジタル町民LINE」を連携。（LINEから入り、web3.0アプリに誘導）

○ イベントの手伝い、オンライン・オフラインでの地域活動の参加などに対して、DAOトークン（ポイント）を付与。
○ ポイントを消費して、バスの空席、ホステルの空室などを未利用資源を利用できる（例えば、バスは当日空きがあ
る場合のみ利用可）。



３．栃木県那須町
  那須町ふるさとアプリ

○ 登録店舗ごとにポイントカードがあり、店舗ごとのオリジナル特典がもらえる。さらに町外在住者・二地域居住者・別
荘所有者の方限定で複数店舗のポイントカードを集めることで、豪華な特典が当たるチャンスがある。





東伊豆町の二地域居住政策

第４回「二地域居住に係る賀茂広域連携プラットフォーム」

令和８年３月１３日（金）
東伊豆町企画調整課
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2

空き家改修から始まったつながり



空き家改修プロジェクトからの展開と町のサポート

NPO LDN

芝浦工業大学
空き家改修プロジェクト

現在も後輩たちに
受け継がれる

・町から材料費支援
・空き家推進協議会でサポート

・駅構内の家賃を町が支払い
・ようようの設計から運営を委託
・協力隊1名を派遣

・協力隊サポートを委託
・空き家改修プロジェクト
  サポートを委託
・シティプロモーションを委託

・ワーケーション推進
  を委託

荒武氏
当町協力隊1期生

森本氏
昨年度まで協力隊

卒業後
協力隊 合同会社so-an

MDI
3

町の支援・委託



芝浦工業大学 空き家改修プロジェクト

4

空き家改修プロジェクトHPより



空き家改修PJ（稲取・東伊豆設計室）

5
R７年度空き家改修プロジェクト



空き家改修PJ（作業の様子）

6



空き家改修から地域おこし協力隊

7



合同会社ｓｏ‐ａｎ

8



micro development inc

9



micro development inc（渋谷温泉）

10



micro development inc（伊豆感謝祭）

11



NPO法人ローカルデザインネットワーク

12



さらなる展開「なぎ」

13



さらなる展開「水下茶庵」

細野高原担当地域おこし協力隊

熊谷 氏

細野高原くろもじ茶工房として水下茶庵

14



さらなる展開「若者が集まる」

15



さらなる展開「注目されてきている」

16



さらなる展開「注目されてきている」

17



さらなる展開「注目されてきている」

18



今後の展開

19
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